
【ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド】
追加型株式投資信託／国内株式型（一般型）／自動けいぞく投資専用／信託期間無期限

目論見書
2004.5

■設定・運用は

（注）「GSジャパン・ニュートラル」は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社の登録商標です。



 

 

 

 

 

 

 

 

1. この目論見書により行うゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド（愛称

「GS ジャパン･ニュートラル」）(以下｢本ファンド｣といいます。)の受益証券の募集については、委

託会社は、証券取引法第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 15 年 11 月 20 日に関

東財務局長に提出しており、平成 15 年 11 月 21 日にその届出の効力が生じております。 

2. 本ファンドは株式など値動きのある証券に投資し、基準価額は変動します。したがって、元金が

保証されているものではありません。 

 

 

 

 

 

●投資信託は預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。 

●投資信託は金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。 

●投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うことになります。 

●証券会社以外の金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではあり

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】 

本ファンドは、主に国内株式を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の

発行会社の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあり

ます。 
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1. 1. ファンド概要ファンド概要

1-1. 商品概要

住友信託銀行株式会社受託銀行

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社委託会社

純資産総額に対して年率0.05%を上限として定率で差引かれます。信託事務の諸費用

基本報酬： 純資産総額に対して年率1.05%（税込）
成功報酬： 委託会社は、基本報酬に加えて、ある特定日（原則として毎月20日。た

だし、20日が休業日の場合は翌営業日とします。）の基準価額（基本報
酬控除後、成功報酬および分配金控除前）が、その時点におけるハイ・
ウォーターマークを超えた場合には、その超過額に対して21％(税込）の
割合の成功報酬を受領します。ある特定日におけるハイ・ウォーター
マークとは、直前の特定日（あるいは信託設定日、以下同じ）におけるハ
イ・ウォーターマーク（信託設定日の場合には1万口＝1万円）＋1ヵ月円
LIBORによる増加分（直前の特定日からの期間率、日割り計算）としま
す。

ある特定日において成功報酬が受領された場合には、以後の成功報酬
の計算について、当該特定日におけるハイ・ウォーターマークは、同日
の基準価額（基本報酬、成功報酬および分配金控除後）とします。

信託報酬

原則として毎決算期末

（分配金額は、委託会社が収益分配方針に従って、基準価額水準、市場動向等を勘
案して決定します。）

分配金は税金を差引いた後自動的に無手数料で全額再投資されます。

収益分配

毎年2月20日および8月20日（ただし、休業日の場合は翌営業日）決算日

原則として無期限信託期間

500億円を上限とします。募集総額

2003年11月21日から2004年11月19日まで
（注）募集期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

募集期間

2002年11月29日信託設定日

1ヵ月円LIBORベンチマーク

本ファンドは、ゴールドマン・サックス日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マ

ザーファンドの受益証券を主要投資対象とします。マザーファンドは日本の株式を主
要投資対象とします。

主な投資対象

信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。ファンドのねらい

追加型株式投資信託／国内株式型（一般型）／自動けいぞく投資専用商品分類

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド（愛称「GS ジャパ
ン・ニュートラル」）（以下「本ファンド」といいます。）

ファンド名



2

ご換金時に基準価額に対して0.20％信託財産留保額

原則として特定日から起算して4営業日目からとします。ご換金代金の
お支払い

収益分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の個別元本超過額に対し
て個人の受益者について10％、法人の受益者について7％の税率により源泉徴収
されます。詳しくは後記「8-2. 課税上の取扱い」をご参照ください。

課税関係

1口以上1口単位ご換金単位

2.10%（税込）を上限として各販売会社が定める料率お申込手数料

販売会社が別途定める単位お買付単位

お買付価額は特定日の基準価額となります。

ご換金価額は特定日の基準価額より信託財産留保額を控除した金額となります。

お買付価額
ご換金価額

毎月の特定日の2営業日前の原則として午後3時（国内の証券取引所の半休日は
午前11時）まで受付けます。
（注）販売会社によっては午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切
る場合がありますので、各販売会社にご確認ください。

受付締切日時

原則として毎月20日を特定日（ただし、休業日のときは、翌営業日を特定日としま
す。）としてお買付け・ご換金のお申込みを受付けます。

お買付け・ご換金の
お申込受付

1. 1. ファンド概要ファンド概要

1-2.  お買付けとご換金

お申込みの詳細については、販売会社にお問合わせのうえ、ご確認ください。
販売会社については、「6-1．販売会社」をご参照下さい。

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル



3

2. 2. ファンドのポイントファンドのポイント

本ファンドの特徴本ファンドの特徴

2-1. ファンドの特徴 (1)

本ファンドは、実質的に本ファンドと同一の運用方針を有する親投資信託である「ゴールドマン・サックス 日

本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンド」（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券を

主要投資対象とし、ファミリーファンド方式による運用を行います。ファミリーファンド方式とは、投資家から

の資金をまとめてベビーファンド（本ファンド）とし、その資金をマザーファンドの受益証券に投資して実質的

な運用を行う仕組みです（以下本ファンドとマザーファンドを総称して「GS ジャパン・ニュートラル」ということ
があります。）。ただし、ベビーファンドである本ファンドから有価証券等に直接投資することもあります。

ゴールドマン・サックス
日本株式

マーケット・ニュートラル・
ファンド

牛若丸
GS・日本株

マザーファンド

主な投資対象

ベビーファンド マザーファンド

買付・解約

お申込み

収益分配金

償還金

解約代金

損益 損益

投資投資

投資家（受益者）
ゴールドマン・サックス

日本株式計量
マーケット・ニュートラル戦略

マザーファンド

主な投資対象

ベビーファンド マザーファンド

（注 ） 損益はすべて投資家である受益者に帰属します。

1. マーケット・ニュートラル（市場中立）戦略により、日本株式市場全体の動向に影響を受けない（＝中
立な）収益を追求します。

2. 個別銘柄の買い持ちと売り持ちを組合せることにより、マーケット・ニュートラル戦略を実行します。

3. 株式、債券の市場動向との低い連動性が期待されます。

4. ゴールドマン・サックスが開発した計量モデルによる運用を行います。

5. 投資対象は主としてTOPIX（東証株価指数）構成銘柄とし、ベンチマークである円短期金利（１ヵ月円
LIBOR*）を上回る収益を追求します。

6. 設定・解約は月1回の特定日（原則として毎月20日）にのみ可能です。
* LIBORとは、London Inter-Bank Offered Rate（ロンドンのユーロ市場における銀行間出手金利）のことで、主に短期金利の指標として
用いられています。

（注）市況動向や資金動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。
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2. 2. ファンドのポイントファンドのポイント

2-1.  ファンドの特徴 (2)

4 これまでの一般的な株式投資では、ファンドの運用成績は、株式市場全体の動きに大きく影響を受け
る傾向があります。

4 したがって、株式市場全体の上昇局面ではファンドの価格も上昇する一方、株式市場全体の下落局面
ではファンドの価格も下落を余儀なくされる傾向があります。

4 マーケット・ニュートラル戦略では、株式市場全体の動向からの影響は抑制され、運用の巧拙がファン
ドの運用成績に直結します。マーケット・ニュートラル戦略は、株式市場全体の動向にかかわりなくパ
フォーマンスを追求することができる運用手法です。

株式市場全体の動き

一般的な投資によるファンドの運用は、市場全体の動きからの影響を受けます。

＜一般的な株式投資を行うファンド＞

成績の良いファンド

成績の悪いファンド

高

価
格

低

(注)上記は例示をもって理解を深めて頂くことを目的とした概念図であり、運用成果等をお約束するものではありません。本戦略がその
目的を達成できる保証がある訳ではありません。

＜マーケット・ニュートラル戦略による運用を行うファンド＞

マーケット・ニュートラル戦略は、
株式市場全体の動きの方向性の影響は抑制され、
運用の巧拙がそのまま運用成績に反映されます。

成績の良いファンド

成績の悪いファンド

株式市場全体の動き

MarketMarket（マーケット）（マーケット） NeutralNeutral（ニュートラル）（ニュートラル）

市場の 動向に影響されない（＝中立）

高

価
格

低

これまでの一般的な株式投資とは異なる“マーケット・ニュートラル（市場中立）”戦略

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル

株式市場全体の動き
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2. 2. ファンドのポイントファンドのポイント

マーケット・ニュートラル（市場中立）戦略とは？

4 株式市場全体の上昇・下落からの影響を抑制しつつ、収益獲得を追求する運用手法です。

4 ゴールドマン・サックスが開発した計量モデルを用いて、魅力の高い銘柄の買い持ちと同時に、魅力の低い
銘柄の売り持ちを組合せることで、上昇局面のみならず下落局面でも収益の獲得を目指すことができます。

2-1. ファンドの特徴 (3)

株式市場全体の動き

ファンドの動き

ファンドの運用成績は株式市場全体
の動きに中立

【価格の動き】

【ファンドの銘柄構成】

マーケット・ニュートラル戦略

買い持ち銘柄
全体の動き

株式市場全体の
動き

【価格の動き】

買い持ち銘柄

【個別銘柄の買い持ち】
↑
買
い
持
ち

売
り
持
ち
↓

組
合
せ

【個別銘柄の売り持ち】

売り持ち銘柄

株式市場全体の
動き

売り持ち銘柄
全体の動き

【価格の動き】

ファンド＝買い持ち銘柄＋売り持ち銘柄

↑
買
い
持
ち

売
り
持
ち
↓

↑
買
い
持
ち

売
り
持
ち
↓

・・・

・・・

・・・

・・・

高

価
格

低

高

価
格

低

高

価
格

低

組
入
比
率

組
入
比
率

2.3%
1.6% 1.9% 1.7% 1.8%

-5%
-4%

-3%
-2%
-1%
0%

1%
2%
3%

4%
5%

銘柄1 銘柄2 銘柄3 銘柄4 銘柄5

• 株式市場全体の上昇局面のみならず下落局面でも収
益の獲得を目指すことができます。

• 株式市場全体の上昇局面では、一般的な株式投資を
行うファンドに比べて、リターンが小さくなる傾向があり、
また、株式市場全体の動きとは逆に、リターンがマイナ
スになる場合もあります。

組
入
比
率

2.3%

-2.1%

1.6%

-1.6%

1.9%

-2.0%

1.7%

-1.4%

1.8%

-2.6%

-5%
-4%

-3%
-2%

-1%
0%

1%
2%

3%
4%

5%

銘柄1 銘柄A 銘柄2 銘柄B 銘柄3 銘柄C 銘柄4 銘柄D 銘柄5 銘柄E

-2.1%
-1.6% -2.0%

-1.4%

-2.6%

-5%
-4%

-3%
-2%

-1%
0%
1%

2%
3%

4%
5%

銘柄A 銘柄B 銘柄C 銘柄D 銘柄E

(注)上記は例示をもって理解を深めて頂くことを目的とした概念図であり、運用成果等をお約束するものではありません。本戦略がその目
的を達成できる保証がある訳ではありません。
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2-2. 運用手法

2. 2. ファンドのポイントファンドのポイント

*

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル

4 経済理論や金融理論を背景とした経済合理性を追求した計量モデルを採用しています。

4 計量モデルを用いることで、約1,500銘柄に及ぶ多数の銘柄を、複数の評価基準を用いて分析し、これ
らを基に最も魅力的と思われるポートフォリオを構築します。

4 ベンチマークである円短期金利（１ヵ月円LIBOR＊1 ）を上回る収益を追求します。

計量モデルによる運用

*1 LIBORとは、London Inter-Bank Offered Rate（ロンドンのユーロ市場における銀行間出手金利）のことで、主に短期金利の指標として用いられ
ています。

*2 状況によって今後変更される可能性があります。

ポートフォリオの構築

（注）上記がその目的を達成できる保証がある訳ではありません。上記のご説明は現行モデルに基づくものであり、計量モデルの改良・更新は継続
的、恒常的に行われています。

個別銘柄の評価

各銘柄の魅力度合いを
スコアリング

TOPIX(東証株価指数）構成
約1,500銘柄すべて

200‐500銘柄＊2

（買い持ち銘柄・売り持ち銘柄合計）

TOPIX(東証株価指数）構成
約1,500銘柄すべて

4 計量モデルを用いることにより、全投資対象銘柄を数量的に評価。
4 複数の評価基準を併用することにより、単一の投資スタイルに偏らない銘柄評価が可能に。
4 投資対象であるTOPIX全銘柄（約1,500銘柄）を同一基準で評価。

4 最も魅力的と思われるポートフォリオとなるよう、投資銘柄の買い持ち／売り持ちおよび
その組入比率を決定。

4 日本株式市場全体の動きとの連動性を低減しつつ、ポートフォリオのリスクが目標の水
準となるようコントロール。

一般的な特徴

買い持ち銘柄群 ：全体として魅力度が高い

売り持ち銘柄群 ：全体として魅力度が低い

4 複数の評価基準に基づき、各銘柄の魅力度合いをスコアリング（点数化）。

バリュー： 企業価値との比較において、株価は割安か、割高か？
モメンタム： 株価は上昇傾向か、下降傾向か？
収益性： 資本を有効に活用して収益を上げているか？
アナリスト・センチメント： 定性アナリストによる定性分析の評価結果は？
利益の質： 持続可能な収益を上げているか?
マネジメント・インパクト： 経営・財務戦略に対する市場の評価は？
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本ファンドの運用は、委託会社の計量株式運用部（東京）が担当します。加えて、委託会社グループである
米国ニューヨークに本拠を置くゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピー(GSAMニューヨー
ク) のグローバル計量リソースにおける計量株式グループと連携を取りながら、研究・開発を継続的に実施
しています。

当社計量アプローチの組織体制の特徴としては、経験・知識を共有化するチーム運用体制、豊富な実務経
験と学識経験の融合といったことがあげられます。

ファンドの運用に関する社内規定として、ファンド・マネージャーが遵守すべき服務規程のほか、有価証券な
どの売買執行基準およびその遵守手続きなどに関して取扱い基準を設けることにより、法令遵守の徹底を
図るとともに、利益相反となる取引、インサイダー取引等を防止し、かつ売買執行においては最良執行に努
めています。

3-2． 運用体制に関する社内規則等

3. 3. 運用体制運用体制

3-1.  ゴールドマン・サックスの運用体制

グローバル計量リソース

計量株式グループ
計量ストラテジー・
グループ

リサーチおよび
情報技術

ポートフォリオ・
マネジメント

プロダクト・
マネジメント

計量株式運用部（東京）

グローバル計量リソース

計量株式グループ
計量ストラテジー・
グループ

リサーチおよび
情報技術

ポートフォリオ・
マネジメント

プロダクト・
マネジメント

計量株式運用部（東京）

GSAMニューヨーク

GSAMニューヨーク計量株式グループと連携し、研究・開発を実施。

2004年3月末現在

上記は今後変更されることがあります。

（注）グローバル計量リソースは計量的アプローチに基づく運用を行います。計量株式グループは、伝統的なファンダメンタルズ分析と計量的な
モデリングを融合した株式個別銘柄選択を行うグループです。同グループは、 リサーチ （運用戦略研究、計量モデル開発等）、ポートフォリ
オ・マネジメント（売買執行、ポートフォリオ特性管理等）、プロダクト・マネジメント（顧客サービス、外部情報収集等）等の機能を持ち、これら
が相互に関連しながら業務を遂行しています。計量株式運用部（東京）は、同グループと緊密な連携を取りつつ、当運用を実施しています。
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33．． 運用体制運用体制

本ファンドにおいては、主に、ニューヨーク、ロンドン、東京を拠点とする委託会社グループ内に設置された

リスク管理・パフォーマンス・グループにより、多角的に運用のリスク管理が行われています。リスク管理・パ

フォーマンス・グループは、運用部門とは独立した組織として、第三者的な視点からポートフォリオのリスク

をモニターします。リスク管理・パフォーマンス・グループは、委託会社グループにおいてリスク管理につい

ての最終的な責任を負うリスク管理委員会の監督の下、具体的には、ポートフォリオが十分に分散されてい

るか否かにつきモニターするほか、トラッキング･エラー（ベンチマークの収益率からの乖離の散らばり具合）

が事前に設定された許容範囲内にとどまっているか否か等を点検します（乖離幅がかかる一定の範囲に収

まる保証があるわけではありません。）。

また、委託会社および運用の拠点のコンプライアンス部門により、法令および信託約款等の遵守状況につ

きモニタリングが行われています。

上記は今後変更されることがあります。

リスク管理委員会

リスク管理・パフォーマンス・グループ

リスク・モデリング
＆リサーチ

（リスク分析を担当）

リスク・モニタリング
（ポートフォリオの

リスク水準を測定）

リスク・テクノロジー
（リスク・マネジメント

技術の向上）

3-3． リスク管理体制

ポートフォリオ・
パフォーマンス

（パフォーマンス計測・
分析・評価）

2004年3月末現在

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル
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4. 4. 分配方針分配方針

年2回決算を行い、毎計算期末(毎年2月20日および8月20日。ただし、当該日が休業日の場合は翌営業
日。)に原則として以下の方針に基づき収益分配を行います。

1. 分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益および売買損益(評価損益を含みます。)等の範
囲内とします。

2. 分配金額は、委託会社が収益分配方針に従って、基準価額水準、市場動向等を勘案して決定しま

す。ただし、基準価額水準、市場動向等によっては分配を行わないこともあります。また、基準価額

が当初元本を下回る場合においても分配を行うことがあります。

3. 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については、特に制限を設けず、元本部分と同様に

運用の基本方針に基づき運用を行います。

（注1） 収益分配金は、税金を差引いた後自動的に無手数料で再投資されます。自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金

を再投資する場合の受益証券の発行価格は、各計算期間終了日の基準価額とします。

（注2） 収益分配金の受取りをご希望の方は、販売会社によっては再投資を中止することを申し出ることができます。

4. 分配方針
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5. 5. リスクおよび留意点リスクおよび留意点

1. 株式投資リスク(価格変動リスク・信用リスク)
GS ジャパン・ニュートラルは、日本の株式を主要な投資対象としますので、 GS ジャパン・ニュート
ラルへの投資には、株式投資にかかる価格変動等の様々なリスクが伴うことになります。一般には

株価は、個々の企業の活動や一般的な市場・経済の状況に応じて変動します。したがって、 GS 
ジャパン・ニュートラルに組入れられる株式の価格は短期的または長期的に下落していく可能性が

あります。また、発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなるこ

ともあります。逆に売り持ちした株式の価格が上昇した場合にもGS ジャパン・ニュートラルの基準
価額にマイナスの影響を及ぼし、場合によっては、売り持ちの特性上、損失額が想定以上になるこ

ともあります（また、株式を売り持ちするにあたり、借入れコストがかかります。）。 GS ジャパン・
ニュートラルは、株式市場全体の動向からの影響を抑制することを目指しますが、完全にその影響

がなくなる訳ではありません。また、売り持ち、買い持ちする株式のリターンの動向について見通し

を誤れば基準価額が下落する要因となります。

2. 店頭登録株式等への投資リスク

GS ジャパン・ニュートラルは、日本の店頭登録株式またはこれに準ずるものにも投資します。こうし
た株式には、証券取引所に上場されている銘柄に比べて比較的新興であり、発行済時価総額が小

さく、売買の少ない流動性の低い株式が少なくありません。その結果、こうした株式への投資はボラ

ティリティー(価格変動率)が比較的高く、また流動性の高い株式に比べ市況によっては大幅な安値
での売却または大幅な高値での買戻しを余儀なくされる可能性があることから、より大きなリスクを

伴います。

3. コール･ローンの相手先に関するリスク

GS ジャパン・ニュートラルは余資運用を原則としてコール・ローンで行いますが、これには相手先
の信用リスクが伴います。

4. 解約申込みに伴う基準価額の下落に関するリスク

短期間に相当金額の解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするため組入有価証券を

市場実勢より大幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落す

る要因となります。

5. 先物取引等に伴うリスク

GS ジャパン・ニュートラルは、運用において先物取引等を利用することがあります。先物取引等に
おいては、ブローカーの破産等が生じた場合に、取引の中断、債務不履行、一括清算、証拠金の

返還の遅延または不能等が起きる可能性があり、これによりGS ジャパン・ニュートラルが悪影響を
被ることがあります。

5-1. 元本変動 リスク

本ファンドへの投資には、資産価値に影響を及ぼす様々なリスクが伴いますので、基準価額の変動により

投資元本が減少する可能性があります。したがって、元金は保証されていません。主なリスクとして、以下

のものが挙げられます。

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル
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1. 計量運用に関わる留意点

GS ジャパン・ニュートラルは、ゴールドマン・サックスの計量リスク管理モデルまたは計量運用モデ
ルを用いて運用を行います。計量モデルは仮説に基づき構成されたものであり、市場動向は必ずし

もこの仮説と同様の動きを示さない場合があります。このような場合には、 GS ジャパン・ニュートラ
ルの基準価額に影響を及ぼす可能性があります。

2. 資産規模に関わる留意点

本ファンドの資産規模によっては、本書で説明するような投資が効率的にできない場合があります。

その場合には、適切な資産規模の場合と比較して収益性が劣る可能性があります。

3. 一部解約に関わる留意点

一部解約には、基準価額に対して0.20%の信託財産留保額がかかります。
後記7-2.のとおり、解約時期に制限があります。

4. 成功報酬に関わる留意点

本ファンドでは、委託会社は、基本の信託報酬のほかに、一般的な定率の信託報酬とは異なる成

功報酬を徴収いたしますので、この点についてご納得のうえご投資願います。なお、ある特定日に

おいていったん発生し基準価額から控除された成功報酬は、たとえその後基準価額が下落したとし

ても、減額ないし払戻しされることはありません。

5. 受託銀行の信用力に関わる留意点

受託銀行の格付が低下した場合その他信用力が低下した場合には、為替取引その他の取引の相

手方の提供するクレジット・ラインが削減される可能性があり、為替取引その他の取引ができなくな

る可能性があります。さらに、そのような場合には、為替取引その他の取引に関して、適用される契

約の条項に従い、既に締結されている当該契約が一括清算される可能性もあります。これらの場合

には、そのような事情がない場合と比較して収益性が劣る可能性があります。

6. 繰上償還に関わる留意点

委託会社は、受益権の総口数が50億口を下回ることとなった場合等には、受託銀行と協議のうえ、
必要な手続を経て、この信託を終了させることができます。また、委託会社は、信託期間中におい

て、信託契約を解約することが受益者のために有利であると認めるときまたは正当な理由があると

きは、受託銀行と合意のうえ、必要な手続を経て、信託契約を解約し、信託を終了させることができ

ます。繰上償還された場合には、申込手数料は返還されません。

7. ファミリーファンド方式に関わる留意点

本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、本ファンドが投資対象とするマ

ザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドに追加設定・解約等に伴なう資金変動等があり、

その結果、マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等には、本ファンドの基準価額に影響が及

ぶ可能性があります。また、効率的な運用を図る目的で、マザーファンドの追加信託の上限は

1,000億円となっております。したがって、他のベビーファンドの規模、新規設定、資金動向その他
の要因によっては、本ファンドの純資産総額が500億円を下回る場合であってもお申込みを受付け
ない場合があります。

5. 5. リスクおよび留意点リスクおよび留意点

5-2. その他の留意点(1)
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8. 法令・税制・会計等の変更可能性に関わる留意点

法令・税制・会計等は今後変更される可能性もあります。

9. ベンチマークに関わる留意点

本ファンドは、１ヵ月円LIBORをベンチマークとして運用を行い、これを上回るパフォーマンスを目指
しますが、実際のパフォーマンスは、ベンチマークを下回ることがあります。

10. 本ファンドの名称についての留意点

本ファンドは、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社が設定している証券投資信託

「GS日本株式マーケット・ニュートラル・オープン（愛称：GS日本ニュートラル）」とは別個のファンド
であり、運用実績等も異なる場合があります。

11. その他の留意点

販売会社より委託会社に対してお申込金額の払込みが現実になされるまでは、本ファンドも委託会

社もいかなる責任も負いません。収益分配金・一部解約金・償還金の支払いはすべて販売会社を

通じて行われます。委託会社は、それぞれの場合においてその金額を販売会社に対して支払った

後は、受益者への支払いについての責任を負いません。各販売会社はその取次会社を通じて受益

証券の販売を行うことがあります。さらに取次会社は、販売会社に代り購入申込者への目論見書の

交付、受益者への運用報告書の交付、その他本ファンドに関する業務を行うことがあります。委託

会社は、販売会社またはその取次会社とは別法人であり、委託会社は設定・運用について、販売

会社またはその取次会社は販売(お申込代金の預り等を含みます。)について、それぞれ責任を有
し、互いに他について責任を有しません。

5. 5. リスクおよび留意点リスクおよび留意点

5-2. その他の留意点(2)

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド
愛称：GS ジャパン・ニュートラル
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6. 6. ファンドの情報提供ファンドの情報提供

6-1. 販売会社

本ファンドの販売会社および販売会社ごとの販売条件等につきましては、下記の照会先で入手可能です。

6-2. 基準価額

本ファンドの基準価額（１万口当たりで表示されます。）は毎営業日算出されます。最新の基準価額は販売会

社または下記の照会先で入手可能です。また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の「オープン基準価格」欄

に、基準価額が掲載されます（略称：Jニュト）。なお、成功報酬発生の有無およびその額をお知りになりたい
受益者は、下記照会先電話番号にお問合わせいただければお知らせいたします。

6-3. 運用報告書

原則として、毎計算期末（毎年2月20日および8月20日。ただし、休業日の場合は翌営業日。）および信託終
了時に、期中の運用経過のほか、信託財産の内容、有価証券売買状況等を記載した運用報告書を作成し、

販売会社を通じてお渡しいたします。本ファンドの信託財産の決算の内容は原則として公告されません。

6-4. その他ディスクロージャー資料

委託会社が設定・運用を行うファンドについては、通常、月次もしくは週次で運用経過について記載したレ

ポートが作成されています。最新のレポートは、販売会社または下記のホームページにおいて入手可能です。

（照会先） ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社

電話 ： 03 (6437) 6000

(受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで)

ホームページ ： http://www.gs.com/japan/gsam
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７-１． お買付け 
 

1. 申込(払込)取扱場所 

本ファンドの販売会社において、お申込みを取扱います。販売会社については、前記「６.ファン

ドの情報提供」記載の照会先までお問合わせください。お申込代金はお申込みの販売会社に

お支払いください。 

 

なお、販売会社と販売会社以外の証券会社または登録金融機関が取次契約を結ぶことによ

り、当該証券会社または当該登録金融機関が本ファンドを当該販売会社に取次ぐ場合があ

ります。 

 

2. お申込みの方法 

(a) お買付けのお申込みは、毎月の特定日＊1の 2 営業日前の原則として午後 3 時（国内の

証券取引所の半休日は午前 11 時）＊2 までとします。かかる受付時間を過ぎたお申込み

については、翌営業日にお買付けのお申込みが行われたものとして取扱います。 

＊1 原則として毎月 20 日。ただし、休業日の場合は翌営業日。 

＊2 販売会社によっては午後 3 時（国内の証券取引所の半休日は午前 11 時）より前に受付を締め切る場合がありますの

で、各販売会社にご確認ください。 

 

(b) お買付けに際しては、本ファンドにかかる｢自動けいぞく投資契約｣(販売会社によっては名

称が異なる場合もございます。)を当該販売会社との間で結んでいただきます。なお、販売

会社によっては、自動けいぞく投資契約を結んだ場合であっても、収益分配金の受取りを

ご希望の方は、再投資を中止することを申出ることができます。詳しくは、販売会社にお問

合わせください。 

 

(c) 本ファンドの受益証券は無記名式です。発行された受益証券は本ファンドにかかる「自動

けいぞく投資契約」に基づいて大券をもって混蔵保管されるため、委託会社は受益者の請

求に基づく記名式の受益証券への変更を行いません。また、受益証券は、販売会社にお

いてすべて保護預りとさせていただきます。 

 

3. お申込単位 

販売会社により異なります。詳しくは、販売会社にお問合わせください。 

・ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は、1 口の整数倍をもっ

て取得のお申込みに応じます。 

 

4. お申込価額 

お申込価額は、特定日の基準価額＊です。 

・ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は、各計算期間終了日
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の基準価額とします。 

＊本ファンドの｢基準価額｣とは、信託財産の純資産総額(組入有価証券等を時価で評価した資産総額から負債総額を控除し

たもの)をその時の受益権総口数で除した 1 万口当たりの価額をいいます。基準価額は、組入有価証券等の値動きにより日々

変動します。 

 

お申込みには申込手数料がかかります。詳しくは、「８-１． 手数料、信託報酬および諸費用」

をご覧ください。 

 

5. お申込代金のお支払日 

お申込代金のお支払日は販売会社によって異なります。詳しくは、販売会社にお問合わせくだ

さい。 

 

販売会社は、追加設定を行う日に、本ファンドのお申込金額を、本ファンドの委託者である委

託会社に支払い、委託会社はこれを本ファンドの受託銀行に払込みます。なお、本ファンドは、

上記にしたがい受託銀行に払い込まれた時点で初めて設定がなされ、取得申込者はそれより

前の時点では受益証券を取得しません。 

 

７-２． ご換金 

 

1. ご換金の方法 

ご換金は解約請求制により行うことができます。 

ご換金のお申込みは、毎月の特定日の 2 営業日前の原則として午後 3 時(国内の証券取引

所の半休日は午前 11 時)＊までに販売会社にお申込みください。かかる受付時間を過ぎたお

申込みについては、翌営業日にご換金のお申込みが行われたものとして取扱います。受益者

が、ご換金のお申込みをするときは、販売会社に対し、受益証券をもって行うものとします。 

＊ 販売会社によっては午後 3 時（国内の証券取引所の半休日は午前 11 時）より前に受付を締め切る場合がありますので、各

販売会社にご確認ください。 

 

2. ご換金単位 

1 口以上 1口単位でご換金できます。 

 

3. ご換金価額 

ご換金価額は、特定日の基準価額から信託財産留保額（当該基準価額に 0.2％の率を乗じ

て得た額）＊1を差引いた額(以下｢解約価額｣といいます。)となります。 

なお、手取り額は、解約価額から、所得税および地方税(解約価額が受益者ごとの個別元本
＊2 を上回った場合、その超過額に対して個人の受益者については 10％(所得税７％および地

方税 3％)＊3、法人の受益者については 7％(所得税 7％)＊4)を差引いた金額となります。 

＊1 ｢信託財産留保額｣とは、運用の安定性を高めると同時に、信託期間の途中に換金される方と引き続きこの投資信託を

保有される受益者との公平性を確保するために、換金される方にご負担いただくもので、信託財産に繰り入れられます。 
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＊2 ｢個別元本｣とは、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等(申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等相

当額は含まれません。)をいいます。 

＊3 2008 年 4 月 1 日以降は、20％（所得税 15％および地方税 5％）となる予定です。 

＊4 2008 年 4 月 1 日以降は、15％（所得税 15％）となる予定です。 

詳しくは、後記「8－2. 課税上の取扱い」をご覧ください。 

 

4. ご換金代金の支払日 

ご換金代金は、特定日から起算して、原則として 4 営業日目から販売会社を通じてお支払い

いたします。詳しくは、販売会社にお問合わせください。 

 

７-３．お買付けおよびご換金のお申込みにかかる留意点 

 

1． お買付け 

毎月 20 日（休業日の場合は、翌営業日。本７－３．において「当該日」といいます。）において

証券取引所における取引の停止その他合理的な事情(コンピューターの誤作動等により決済

が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準価額の正確性に

合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)があると委託会社が判断したときは、当該日の 2

営業日前までにすでに受付けたお買付けのお申込みを取消すことができます。 
 

この場合、委託会社がかかる合理的な事情がなくなったと判断した後の最初の基準価額の計

算日から起算して 3 営業日目を特定日とします。さらに、当該日の前営業日または 2 営業日

前において、かかる合理的な事情があると委託会社が判断したときにも、お買付けのお申込み

の取消しおよび特定日の変更につき、上記の取扱いが準用されるものとします。 
 

2． ご換金 

当該日において、証券取引所における取引の停止その他合理的な事情(コンピューターの誤作

動等により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準

価額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)があるときは、当該日の 2 営業

日前までにすでに受付けたご換金のお申込みを保留または取消すことができます。 
 

この場合、委託会社がかかる事情がなくなったと判断した後の最初の基準価額の計算日から

起算して 3 営業日目を特定日とします。さらに、当該日の前営業日または 2 営業日前におい

て、かかる合理的な事情があると委託会社が判断したときにも、ご換金のお申込みの保留また

は取消しおよび特定日の変更につき、上記の取扱いが準用されるものとします。 
 

これによりご換金のお申込みが保留された場合には、申込者は保留されたご換金のお申込み

を撤回できます。ただし、申込者がそのお申込みを撤回しない場合には、当該受益証券のご

換金代金は、上記により定められる日を特定日として計算された価額とします。 
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８-１． 手数料、信託報酬および諸費用 

 

1. 申込手数料 

(a) 2.10％（税込）を上限として各販売会社がそれぞれ定める申込手数料率をお申込価額

(特定日の基準価額)に乗じて得た額が申込手数料となります。詳しくは、販売会社また

は前記「６.ファンドの情報提供」記載の照会先までお問合わせください。 

 

申込手数料はお申込み時にお支払いください。お支払いいただく金額（お申込代金）の中

から申込手数料ならびに当該申込手数料にかかる消費税および地方消費税(以下｢消

費税等｣といいます。)相当額を差引かせていただきます。 

 

(b) 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数に

ついて申込手数料はかかりません。 

 

2. 換金（解約）手数料 

換金(解約)請求には手数料はかかりません。ただし、換金時の基準価額に対し 0.2％の信託

財産留保額をご負担いただきます。詳しくは、前記「７－２. ご換金」をご覧ください。 

 

3. 信託報酬等 

(a) 基本報酬 

以下の支払先が行う本ファンドに関する業務の対価として本ファンドから支払われる信託

報酬は、本ファンドの信託財産の計算期間を通じて毎日、本ファンドの信託財産の純資

産総額に年率 1.05％（税込）を乗じて得た額とします。委託会社、受託銀行および販売

会社間の配分は以下のとおりです。なお、各販売会社の間における配分については、各

販売会社の取扱いにかかる純資産総額に応じて決められます。 

 
[ 信託報酬の配分 ] 

委託会社 販売会社 受託銀行 

年率 0.4725％（税込） 年率 0.4725％（税込） 年率 0.105％（税込） 

 

(b) 成功報酬 

委託会社は、基本報酬に加えて、ある特定日（原則として毎月 20 日。ただし休業日の

場合は、翌営業日とします。）の基準価額（基本報酬控除後、成功報酬および分配金

控除前）が、その時点におけるハイ・ウォーターマークを超えた場合には、その超過額に対し

て 21％(税込)の割合の成功報酬を受領します。ある特定日におけるハイ・ウォーターマー

クとは、直前の特定日（あるいは信託設定日、以下同じ）におけるハイ・ウォーターマーク
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（信託設定日の場合には 1 万口＝1 万円）＋１ヵ月円 LIBOR による増加分（直前の特

定日からの期間率、1 年を 360 日とした日割り計算）とします。 

 

ある特定日において成功報酬が受領された場合には、以後の成功報酬の計算につい

て、当該特定日におけるハイ・ウォーターマークは、同日の基準価額（基本報酬、成功報

酬および分配金控除後）とします。 

 
［ルールの概要］ （下図参照） 

 

時点   ハイ・ウォーターマーク 

信託設定日  1 万口＝1万円 

第 1 回特定日  1 万円＋設定日以降の 1 ヵ月円 LIBOR による増加分  

第 2 回特定日  第 1 回特定日におけるハイ・ウォーターマーク＋第 1 回特定日以降の 1 ヵ月円 LIBOR による増加分 

 

� ある特定日（例えば第 2 回特定日）において、基準価額（成功報酬控除前）がハイ・ウォーターマークを超えたと仮定し
た場合、成功報酬として超過分の 21％（税込）が受領されます。 

 

� いったん第 2 回特定日において成功報酬が受領された場合、以後の計算においては、基準価額＝ハイ・ウォーター
マークにリセットされます。すなわち、以下のとおりになります。 

 

第 2 回特定日 第 2 回特定日の基準価額（成功報酬控除後） 

第 3 回特定日 第 2 回特定日の基準価額＋第 2回特定日以降の 1 ヵ月円 LIBOR による増加分 

（以下同様） 

 

� その後、ある特定日において基準価額（成功報酬控除前）がハイ・ウォーターマークを超えた場合、上記の例でいえば
第 2 回特定日において成功報酬が受領された場合と同様の処理がなされ、以後もこれが繰り返されます。（なお、収

益分配金の支払いは、成功報酬の計算に影響がないように調整されます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 1 ヵ月円 LIBOR は、2004 年 3 月 31 日現在、年率 0.0375％です。ハイ･ウォーターマークの計算において適用され

る 1 ヵ月円 LIBOR は市場動向により変動します。 

(注２) 上記は例示をもって理解を深めるための概念図であり、本ファンドの将来の運用成果等につき保証または示唆する

ものではありません。また、基準価額がハイ･ウォーターマークを超えない場合には、成功報酬は受領されません。ある

特定日においていったん発生し基準価額から控除された成功報酬は、たとえその後基準価額が下落したとしても、

減額ないし払戻されることはありません。 

 

 

基準価額

基準価額

ハイ・
ウォーターマーク

ハイ・
ウォーターマーク

10,000円

特定日2における成功報酬
（基準価額－ハイ・ウォーターマーク）×21%（税込）

基準価額＞ハイ・ウォーターマーク

ハイ・ウォーターマーク

信託設定日 特定日1 特定日2 特定日3

基準価額

基準価額

ハイ・
ウォーターマーク

ハイ・
ウォーターマーク

10,000円

特定日2における成功報酬
（基準価額－ハイ・ウォーターマーク）×21%（税込）

基準価額＞ハイ・ウォーターマーク

ハイ・ウォーターマーク

信託設定日 特定日1 特定日2 特定日3
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(c) 信託報酬（基本報酬および成功報酬）の支払いの時期および方法 

信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われます。委託会

社および販売会社の報酬は本ファンドから委託会社に対して支払われ、販売会社の報

酬は委託会社より販売会社に対して支払われます。受託銀行の報酬は本ファンドから受

託銀行に対して支払われます。 

 

4. 信託事務の諸費用等 

本ファンドから支払われる費用には以下のものがあります(ただし、これらに限定されるものではあ

りません。)。 

(a) 株式等の売買委託手数料、先物取引やオプション取引等に要する費用 

(b) 借入金の利息、融資枠の設定に要する費用、受託銀行等の立替えた立替金の利息 

(c) 信託財産に関する租税 

(d) その他信託事務の処理等に要する諸費用(監査費用、法律顧問・税務顧問への報酬、

印刷費用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益証券の管理事務に関連する費用、

受益証券作成に関する費用等を含みます。また、マザーファンドに関連して生じた諸費用

のうちマザーファンドにおいて負担せずかつ委託会社の合理的判断により本ファンドに関連し

て生じたと認めるものを含みます。) 

委託会社は、上記(d)記載の諸費用の支払いを信託財産のために行い、その金額をあらかじ

め合理的に見積もったうえで、信託財産の純資産総額の年率 0.05％相当額を、かかる諸費

用の合計額とみなして、本ファンドより受領します。ただし、委託会社は、信託財産の規模等を

考慮して、信託の設定時または期中に、随時かかる諸費用の年率を見直し、0.05％を上限と

してこれを変更することができます。 

上記(d)記載の諸費用の額は、本ファンドの計算期間を通じて毎日、前営業日の信託財産の

純資産総額に応じて計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末および信託終了のとき、信

託財産中から委託会社に対して支払われます。 
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８-２． 課税上の取扱い 

 

収益分配時・換金時・償還時に受益者が負担する税金は 2004 年 5 月 20 日現在、以下のとおり

です。ただし、税法が改正された場合には、下記の内容が変更になることがあります。 

 

個人の受益者の場合＊1 

時  期 項  目 税金 

収 益 分 配 時
所得税および

地 方 税
普通分配金に対し 10％(所得税 7％、地方税 3％) 

換 金 時
所得税および

地 方 税

解約価額＊2の受益者ごとの個別元本超過額に対し

10％(所得税 7％、地方税 3％) 

償 還 時
所得税および

地 方 税

償還価額の受益者ごとの個別元本超過額に対し

10％(所得税 7％、地方税 3％) 

＊1 法人の受益者の場合、原則として 7％(所得税 7％)の源泉徴収となります。 

＊2 特定日の基準価額から当該基準価額に 0.2％の率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除した価額をいい

ます。 

 

上記のほか、申込手数料に対する消費税等相当額をご負担いただきます。 

特別分配金は投資元本の一部払戻しとみなされ、非課税扱いとなります。 

なお、外国での組入有価証券の取引には、当該外国において税金または費用が課せられることがあ

ります。また、信託報酬および売買委託手数料その他信託財産から支払われる費用等について消

費税等が課せられる場合には、当該消費税等相当額は信託財産により負担されます。 

 

<個別元本について> 

① 個別元本とは、追加型株式投資信託について、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等(申

込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。)をいい、税法上

の元本(個別元本)にあたります。 

② 受益者が同一ファンドの受益証券を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加

信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

③ ただし、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については各販売会社ごとに、個別元

本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する

場合は、当該支店等ごとにそれぞれ別に個別元本の算出が行われる場合があります。 

④ 受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分

配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。(｢特別分配金｣については、

下記の<収益分配金の課税について>をご覧ください。) 

 

<一部解約時および償還時の課税について> 

一部解約時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 
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<収益分配金の課税について> 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる｢普通分配金｣と、非課税扱いとなる

｢特別分配金｣(受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分)の区分があります。 

受益者が収益分配金を受取る際、 

①収益分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額の場合または上回っている場合に

は、収益分配金の全額が普通分配金となります。 

②収益分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部

分の額が特別分配金となり、残りの額が普通分配金となります。この場合、その個別元本から

特別分配金を控除した額が、その後の受益者の個別元本となります。 

 

◇ 個人、法人別の課税の取扱いについて 

① 個人の受益者に対する課税 

普通分配金および解約・償還時の個別元本超過額については配当課税が適用されます。 

2008 年 3 月 31 日までの間は、源泉徴収税率 10％(所得税 7％および地方税 3％)の優遇

税率が適用されます。2008 年 4 月 1 日以降は、源泉徴収税率については、20％(所得税

15％および地方税 5％)となる予定です。また、収益の多寡を問わず確定申告は不要です。し

かしながら、確定申告を行うことは可能であり、申告を行えば、総合課税となります。 

2004 年 1 月 1 日以降に解約(償還)差損が発生した場合は、確定申告を行うことにより｢株

式等(特定株式投資信託(ETF)および特定不動産投資信託(REIT)を含みます。)の譲渡によ

る所得｣との損益通算が可能です。なお、公募株式投資信託の解約(償還)差益との損益通

算については、その解約(償還)差益が、株式譲渡益ではなく配当所得として課税されるため、

行うことができません。 

 

② 法人の受益者に対する課税 

普通分配金および解約・償還時の個別元本超過額については益金に算入され、法人税・地

方税が課されます。 

2008 年 3 月 31 日までの間は、源泉徴収税率 7％(所得税 7％)の優遇税率が適用されま

す。2008 年 4 月 1 日以降は、源泉徴収税率は 15％(所得税 15％)となる予定です。 

 

(注) 詳細につきましては、税務専門家に確認されることをお勧めいたします。 
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９-１． 信託の終了 

 

1. 受益権総口数の減少に伴う繰上償還 

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより、本ファンドの受益権の総口数が 50 億口

を下回ることとなった場合には、受託銀行と協議のうえ、あらかじめ、監督官庁に届出ることによ

り、信託契約を解約し、信託を終了させることができます。 

委託会社は、かかる事項について、あらかじめ、これを公告し、かつ、知られたる受益者に対し

て書面を交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公

告を行いません。繰上償還を行う場合は、下記 2.に定める受益者異議手続を準用します。 

公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

 

2. その他の事由による信託の終了 

監督官庁より信託契約の解約の命令を受けたとき、委託会社の認可取消、解散、業務廃止

のとき(ただし監督官庁が信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託業者に引

き継ぐことを命じたときは、信託は、下記９－２.に記載する受益者の異議により約款変更がで

きない場合を除き、当該投資信託委託業者と受託銀行との間において存続します。)、受託

銀行が信託業務を営む銀行でなくなったとき(ただし他の信託銀行が受託者の業務を引き継ぐ

ときを除きます。)、受託銀行の辞任または解任に際し委託会社が新受託者を選任できないと

きには、委託会社は、信託契約を解約し、信託を終了させます。なお、受託銀行は、委託会

社の承諾を受けて受託者としての任務を辞任することができます。また、委託会社は信託約款

に定める場合には受託銀行を解任することができます。 

また、委託会社は、信託期間中において、信託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認めるとき、または正当な理由があるときは、受託銀行と合意のうえ、信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、解約しようとす

る旨を監督官庁に届出ます。委託会社は、かかる事項について、あらかじめ、解約しようとする

旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面を信託契約にかかる知られたる受益者に対して交付

します。ただし、信託契約にかかるすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、

公告を行いません。かかる公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委

託会社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないもの

とします。かかる一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

2 分の 1 を超えるときは、信託契約の解約をしません。委託会社は、信託契約の解約をしない

こととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を

知られたる受益者に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したとき

は、原則として、公告を行いません。以上は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事

情が生じている場合であって、一定の期間が 1 ヵ月を下らずにその公告および書面の交付を行
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うことが困難な場合には適用しません。 

公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

 

９-２． 約款変更 

 

委託会社は、監督官庁の命令があったとき、受益者の利益のため必要と認めるとき、または正当な

理由があるときは、受託銀行と合意のうえ、信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、

変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。 

委託会社は、変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およ

びその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を信託約款にかかる知られたる受益者に

対して交付します。ただし、信託約款にかかるすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則

として、公告を行いません。かかる公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に

委託会社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないものとし

ます。当該一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の 2 分の 1

を超えるときは、信託約款の変更はできません。委託会社は、信託約款の変更をしないこととしたと

きは、変更しない旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益

者に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行いません。 

公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

 

９-３． 反対者の買取請求権 

 

前記９-１．に規定する信託契約の解約または前記９-２．に規定する信託約款の変更を行う場合

において、前記９-１.または前記９-２．の一定の期間内に委託会社に対して異議を述べた受益者

は、販売会社を通じ、受託銀行に対し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって公正な価額

で買取るべき旨を請求することができます。 

 

９-４． 募集・販売契約の変更 

 

委託会社と販売会社との間の証券投資信託受益証券の募集・販売の取扱い等に関する契約書

(以下｢募集・販売契約｣といいます。)は、当事者の別段の意思表示のない限り、1 年ごとに自動的

に更新されます。募集・販売契約は、当事者間の合意により変更することができます。その終了また

は変更は、必要に応じて運用報告書に記載する等の方法により受益者に対し通知を行う手配をし

ますが、必ずしもただちに受益者全員にこれを知らせるものではありません。 
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１０． 受益者の権利等 

 

1. 収益分配金受領権に関する内容および権利行使の手続 

委託会社は、原則として毎計算期間の終了日の翌営業日に収益分配金を販売会社に交付

します。この場合、販売会社は、自動けいぞく契約に基づいて、受益者に対し遅滞なく収益分

配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込みに応じるものとします。 

販売会社は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは一部の口数について、あらかじめ

計算期間を指定し、収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得申込を中止することを申

出た場合においては、当該受益証券に帰属する収益分配金を当該計算期間終了のつど受

益者に支払うことができます。 

受益者が、収益分配金について支払開始日から 5 年間その支払いを請求しないときは、その

権利を失い、委託会社が受託銀行から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。 

 

2. 償還金の受領権に関する内容および権利行使の手続 

償還金は、原則として信託終了日から起算して 5 営業日目から受益証券と引換えに販売会

社を通じて受益者に支払われます。 

受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から 10 年間その支払いを請求しない

ときは、その権利を失い、委託会社が受託銀行から交付を受けた金銭は委託会社に帰属しま

す。 

 

3. 一部解約金の受領権に関する内容および権利行使の手続 

一部解約金の受領権に関する内容および権利行使の手続については、前記「７－２． ご換

金｣をご参照ください。 

一部解約金は、特定日から起算して、原則として 4 営業日目から販売会社を通じて受益者

に支払います。 

 

4. 収益分配金、償還金および一部解約金の委託会社への交付と支払いに関する受託銀行の

免責 

受託銀行は、収益分配金については支払開始日までに、償還金については支払開始日の前

日までに、一部解約金については支払日までに、その全額を委託会社に交付します。 

受託銀行は、上記により委託会社に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後

は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 
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１１． 内国投資信託受益証券事務の概要 

 

1. 受益証券の名義書換 

本ファンドの受益証券は無記名式であるため、該当事項はありません。 

 

2. 受益者名簿の閉鎖の時期 

受益者名簿は作成していません。 

 

3. 受益者に対する特典 

該当事項はありません。 

 

4. 受益証券の譲渡制限 

該当事項はありません。 
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１２-１． ファンドの沿革 

 

本ファンドの信託設定日は 2002 年 11 月 29 日であり、同日より運用を開始しました。 

マザーファンドの信託設定日は 2002 年 1 月 30 日であり、同日より運用を開始しました。 

 

 

１２-２． 投資対象および投資制限 

 

本ファンドの投資対象および投資制限については、巻末の信託約款をご覧ください。 

なお、マザーファンドについては、ベビーファンドと実質的に同一の投資対象および投資制限となってい

ます。 

 

１２-３． ファンドの関係法人 

 

1. 委託会社(ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社) 

証券投資信託(以下単に｢投資信託｣といいます。)である本ファンドの委託者として、受託銀行

と、本ファンドの当初の払込期日である 2002 年 11 月 29 日に本ファンドの信託契約を締結し

ました。投資信託の仕組みは、多数の投資家から預かる資金を、投資家のために利殖の目的

で、専門の機関が主として有価証券に投資し、運用の成果をすべて投資家に返すものです。

本ファンドの運営の仕組みは下記｢ファンド関係法人｣の図に示すとおりです。 

なお、委託会社は、信託財産の計算その他本ファンドの事務管理に関する業務を第三者に

委託することがあります。その場合、これに関連して発生する費用が信託事務の処理等に要す

る諸費用の一部として、信託報酬とは別途本ファンドから支払われることがあります。詳しくは前

記「８-１. 手数料、信託報酬および諸費用 4. 信託事務の諸費用等｣をご覧ください。 

 

2. 受託銀行(住友信託銀行株式会社) 

本ファンドの受託者として、委託会社との間の信託契約に基づき、下記「ファンド関係法人」の

図に示すとおりの業務を行います。 

なお、上記業務の一部につき再信託先である日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に委

託することができます。 

 

3.  販売会社 

本ファンドの販売会社として、委託会社との間の募集・販売契約に基づき、下記「ファンド関係

法人」の図に示すとおりの業務を行います。 
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ファンド関係法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申 込 者 

(受益者) 
販売会社(1) 

ｺﾞー ﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･

ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

株式会社 

(委託会社) 

住友信託銀行 

株式会社 

(受託銀行) 

主な 

投資対象(3) 

申込金 申込金 信託金

損益(2) 

投 資 

損益(2) 

運用指図

信託契約

販売会社 

 

・ 受益証券の募集の取扱い、売買、保

護預り 

・ 購入申込者への目論見書の交付、

受益者への運用報告書の交付 

・ 受益証券の一部解約の請求等 

・ 収益分配金、償還金および一部解約

金の支払いの取扱い 

・ 収益分配金の再投資 

・ 所得税および地方税の源泉徴収 

・ 取引報告書および取引残高報告書

等の交付 

 

委託会社 

 

・ 信託約款の届出 

・ 受託銀行との信託契約の締結、一部

解約の実行 

・ 受益証券の発行 

・ 目論見書、運用報告書の作成 

・ 信託財産の運用指図 

・ 信託財産に組入れた有価証券の議

決権等の行使の指図 

・ 信託財産の計算(受益証券の基準価

額の計算) 

・ 信託財産に関する帳簿書類の作成

 

なお、信託財産の計算その他事務管理

に関する業務を第三者に委託することが

あります。 

受託銀行 

 

・ 委託会社との信託契約の締結 

・ 信託財産の保管・管理 

・ 信託財産の計算(受益証券の基準価

額の計算) 

・ 受益証券の認証 

 

なお、上記業務の一部につき再信託先

である日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社に委託することができます。 

 

収益分配金 

償 還 金 

一部解約金等 

(1) 販売会社のためにお申込みの取次ぎを行う取次会社は、販売会社の上記各業務の全部または一部を行います。 

(2) 損益はすべて投資家である受益者に帰属します。 

(3) 本ファンドは主としてマザーファンドの受益証券に投資します。マザーファンドは上図と同様の仕組みにより投資を行います。 

収益分配金

償 還 金 

一部解約金等
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１３． 委託会社等の概況 

 

1. 資 本 金 

委託会社の資本の額は金 4億 9,000 万円です(2004 年 5 月 20 日現在)。 

 

2. 沿   革 

委託会社は、米国を本拠地として総合的な金融サービスの提供を展開するゴールドマン・サッ

クスの資産運用グループの日本における拠点として、日本法上の株式会社として設立された投

資信託委託業者です。主な変遷は以下のとおりとなっています。なお、この他に、これまで、商

号の変更、合併、事業目的の変更等はありませんでした。 

1996 年 2 月 6 日 会社設立 

1996 年 2 月 23 日 証券投資信託法上の委託会社としての免許取得 

1998 年 12 月 1 日 証券投資信託法の改正に伴う証券投資信託委託業のみなし

認可 

2000 年 11 月 30 日 証券投資信託及び証券投資法人に関する法律の改正に伴う

投資信託委託業のみなし認可 

2001 年 8 月 13 日 有価証券等に係る投資顧問業を会社の目的に追加 

2002 年 1 月 18 日 有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律(｢投資顧

問業法｣)上の投資顧問業者としての登録 

2002 年 3 月 29 日 投資顧問業法上の投資一任契約に係る業務の認可 

2002 年 4 月 1 日 ゴールドマン・サックス・アセット・マネージメント・ジャパン・リミテッド

の営業の全部を譲受け、商号をゴールドマン・サックス投信株式

会社からゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社に

変更 

 

3. 本店の所在の場所および代表者の役職氏名 

本店の所在の場所： 東京都港区六本木六丁目 10 番 1 号 六本木ヒルズ森タワー 

代表者の役職氏名： 代表取締役  土 岐 大 介 

 

4. 大株主の状況 

(2004 年 5 月 20 日現在) 

氏名または名称 住所 
所有株式数 

(株) 

所有比率

(％) 

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・

エル・ピー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市オー

ルド・スリップ 32 番地 
6,336 99 

ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インク 
アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市ブ

ロード・ストリート 85 番地 
64 1 
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（1） 本ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金

計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作

成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

（2） 本ファンドの計算期間は 6 ヵ月であるため、財務諸表は 6 ヵ月毎に作成しております。 

（3） 本ファンドは、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 2 期計算期間（2003 年 2 月 21 日から

2003 年 8 月 20 日まで）及び、第 3 期計算期間（2003 年 8 月 21 日から 2004 年 2 月 20 日まで）の財

務諸表について、中央青山監査法人による監査を受けております。その監査報告書は、該当する財務諸

表の直前に添付しております。 
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１４-１． ファンドの経理状況 

１  財務諸表 

ゴールドマン･サックス 日本株式マーケット･ニュートラル･ファンド 

 

（1）貸借対照表 

 

（単位：円） 

第 2 期 

〔2003 年 8 月 20 日現在〕

第 3 期 

〔2004 年 2 月 20 日現在〕

期     別 

 

科     目 金    額 金    額 

資  産  の   部   

流  動  資  産   

  親投資信託受益証券  19,145,088,982 17,208,127,313 

流 動 資 産 合 計  19,145,088,982 17,208,127,313 

資  産  合  計  19,145,088,982 17,208,127,313 

負  債  の   部   

流  動  負  債   

  未 払 収 益 分 配 金  180,865,079 83,701,147 

  未 払 受 託 者 報 酬  8,733,129 9,377,010 

  未 払 委 託 者 報 酬  184,642,503 84,392,991 

  そ の 他 未 払 費 用  4,158,570 4,465,181 

流 動 負 債 合 計  378,399,281 181,936,329 

負  債  合  計  378,399,281 181,936,329 

純  資 産  の  部   

元   本   

  元 本  18,086,507,915 16,740,229,564 

剰 余 金   

  期 末 剰 余 金  680,181,786 285,961,420 

 （うち分配準備積立金）  (463,255,647) (344,869,465) 

剰 余 金 合 計  680,181,786 285,961,420 

純 資 産 合 計  18,766,689,701 17,026,190,984 

負債・純資産合計  19,145,088,982 17,208,127,313 
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（2）損益及び剰余金計算書 

 

（単位：円） 

期     別

 

 

科     目 

第 2 期 

自  2003 年 2 月 21 日 

至  2003 年 8 月 20 日 

第 3 期 

自  2003 年 8 月 21 日 

至  2004 年 2 月 20 日 

 金     額 金     額 

経 常 損益 の 部   

営 業 損益 の 部   

 営 業 収 益   

  有価証券売買等損益 599,782,018 599,782,018 △186,318,785 △186,318,785

 営 業 費 用   

受 託 者 報 酬 8,733,129 9,377,010 

委 託 者 報 酬 184,642,503 84,392,991 

そ の 他 費 用 4,158,570 197,534,202 4,465,181 98,235,182

営 業利益又は 

営業損失（△） 
 402,247,816  △284,553,967

経 常利益又は 

経常損失（△） 
 402,247,816  △284,553,967

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
 402,247,816  △284,553,967

一 部 解 約 に 伴 う 

当期純利益分配額 
2,592,806  －

一 部 解 約 に 伴 う 

当期純損失分配額 
－  21,865,093

期 首 剰 余 金  245,758,083  680,181,786

剰余金増加額   

 当 期 追 加 信 託 に 

 伴 う剰余金増加額 
222,716,999 222,716,999 4,742,080 4,742,080

剰余金減少額   

 当 期 一 部 解 約 に 

 伴 う剰余金減少額 
7,083,227 7,083,227 52,572,425 52,572,425

分 配 金  180,865,079  83,701,147

期 末 剰 余 金  680,181,786  285,961,420
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重要な会計方針 

             期    別 

 

項    目 

第 2 期 

自  2003 年 2 月 21 日 

至  2003 年 8 月 20 日 

第 3 期 

自  2003 年 8 月 21 日 

至  2004 年 2 月 20 日 

有価証券の評価基準 

及び評価方法 

 

親投資信託受益証券 

 移動平均法に基づき、親投資信

託受益証券の基準価額で評価して

おります。 
 

親投資信託受益証券 

 同左 
 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

期    別 

項    目 

第 2 期 

〔2003 年 8 月 20 日現在〕 

第 3 期 

〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

元本の推移 

期首元本額 

期中追加設定元本額 

期中一部解約元本額 

 

10,694,614,596 円

7,690,197,146 円

298,303,827 円

18,086,507,915 円

126,119,175 円

1,472,397,526 円

 

 

（損益及び剰余金計算書関係） 

第 2 期 

自  2003 年 2 月 21 日 

至  2003 年 8 月 20 日 

第 3 期 

自  2003 年 8 月 21 日 

至  2004 年 2 月 20 日 

分配金の計算過程 

  計算期間末の費用控除後の配当等収益

（66,833,841 円、本ファンドに帰属すべき親投資信

託の配当等収益を含む）、費用控除後の有価証

券売買等損益（332,821,169 円）、信託約款に規

定する収益調整金（216,926,139 円）及び、分配

準備積立金（244,465,716 円）より、分配対象収

益は 861,046,865 円（1 口当たり 0.047607 円）で

あり、うち 180,865,079 円（1 口当たり 0.0100 円）

を分配金額としております。 

 

分配金の計算過程 

  計算期間末の信託約款に規定する収益調整

金（166,798,556 円）及び、分配準備積立金

（ 428,570,612 円 ） よ り 、 分 配対象収益 は

595,369,168 円（1 口当たり 0.035565 円）であり、

うち 83,701,147 円（1 口当たり 0.0050 円）を分配

金額としております。 
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（有価証券関係） 

売買目的有価証券 

（単位：円） 

第 2 期〔2003 年 8 月 20 日現在〕 第 3 期〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

種  類 
貸借対照表計上額 

当計算期間の損益に

含まれた評価差額 
貸借対照表計上額 

当計算期間の損益に

含まれた評価差額 

 親投資信託 

 受益証券 
19,145,088,982 597,584,983 17,208,127,313 △166,773,526

合  計 19,145,088,982 597,584,983 17,208,127,313 △166,773,526

  

 

 

（デリバティブ取引等関係） 

該当事項はありません。 

 

 

 

（1 口当たり情報） 

期別 

項目 

第 2 期 

〔2003 年 8 月 20 日現在〕 

第 3 期 

〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

 

  1 口当たり純資産額 

 

1.0376 円 1.0171 円 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（3）附属明細表 

①  有価証券明細表 

（ア）株式 

    該当事項はありません。 

 

 

（イ）株式以外の有価証券 

（単位：円） 

種 類 銘   柄 券面総額 評 価 額 備  考

 親投資信託 

 受益証券 

ゴールドマン・サックス 日本株

式計量マーケット・ニュートラル

戦略マザーファンド 

14,502,045,604 17,208,127,313 －

合 計 － 14,502,045,604 17,208,127,313 －

  

 

 

②  有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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参考情報 

本ファンドは、｢ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンド｣受益証券を主要

投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された｢親投資信託受益証券｣は、すべて同親投資信託の

受益証券です。 

なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。 

 

｢ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンド｣の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

（1）貸借対照表 

（単位：円） 

〔2003 年 8 月 20 日現在〕 〔2004 年 2 月 20 日現在〕対象年月日 

科     目 金    額 金    額 

資  産  の   部   

流  動  資  産   

金 銭 信 託  646,656 401,944 

コ ー ル ・ ロ ー ン  10,769,338,807 5,805,744,821 

株 式  61,243,758,315 57,983,816,200 

未 収 入 金  44,532,992 － 

信 用 取 引 預 け 金  51,283,794,710 56,575,019,669 

未 収 配 当 金  9,949,680 32,386,365 

未 収 利 息  295 139 

流 動 資 産 合 計  123,352,021,455 120,397,369,138 

資  産  合  計  123,352,021,455 120,397,369,138 

負  債  の   部   

流  動  負  債   

  信 用 売 証 券  60,854,173,800 57,715,968,800 

  未   払   金  496,948,882 － 

  そ の 他 未 払 費 用  224,292,661 226,647,022 

流 動 負 債 合 計  61,575,415,343 57,942,615,822 

負  債  合  計  61,575,415,343 57,942,615,822 

純  資 産  の  部   

元   本   

  元 本  51,556,248,008 52,635,123,407 

剰 余 金   

  期 末 剰 余 金  10,220,358,104 9,819,629,909 

剰 余 金 合 計  10,220,358,104 9,819,629,909 

純  資  産  合  計  61,776,606,112 62,454,753,316 

負 債 ・ 純 資 産 合 計  123,352,021,455 120,397,369,138 
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重要な会計方針 

対象年月日 

 

項    目 

自  2003 年 2 月 21 日 

至  2003 年 8 月 20 日 

自  2003 年 8 月 21 日 

至  2004 年 2 月 20 日 

1. 有価証券の評価基準 

及び評価方法 

 

(1) 株式 
 移動平均法に基づき、法令及び
社団法人投資信託協会規則に従
い、時価評価しております。 
 
(2) 信用売証券 
 個別法に基づき、法令及び社団
法人投資信託協会規則に従い、
時価評価しております。 
 

(1) 株式 

同左 
 
 
 
(2) 信用売証券 
同左 

2. 収益及び費用の計上

基準 

(1) 受取配当金 
  受取配当金は原則として、株式
の配当落ち日において、その金額が
確定しているものについては当該金
額、いまだ確定していない場合には
予想配当金額の 90%を計上し、残
額については入金時に計上しており
ます。 
 
(2) その他費用 
 配当落調整額は原則として、株
式の配当落ち日において、予想配
当金額の 90％を計上し、残額につ
いては出金時に計上しております。 
 

(1) 受取配当金 
同左 
 
 
 
 
 
 
 
(2) その他費用 
 配当落調整額は原則として、株
式の配当落ち日において、2003 年
12 月 31 日以前は、予想配当金
額の 90％、2004 年 1 月 1 日以降
は予想配当金額の 93％を計上し、
残額については出金時に計上してお
ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

対象年月日 

項    目 
〔2003 年 8 月 20 日現在〕 〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

1. 元本の推移 
期首元本額 
期中追加設定元本額 
期中一部解約元本額 
 

19,203,914,304 円
34,811,769,055 円
2,459,435,351 円

51,556,248,008 円
5,950,864,020 円
4,871,988,621 円

元本の内訳 
ゴールドマン・サックス 日本株式
マーケット・ニュートラル・ファンド 
 

15,978,208,131 円 14,502,045,604 円

ＧＳ日本株式マーケット・ニュートラ
ル・オープン 
 

5,240,706,038 円 5,536,571,242 円

ゴールドマン・サックス 日本株式計
量マーケット・ニュートラル・ファンド
（適格機関投資家専用） 
 

17,068,557,856 円 17,280,901,332 円

ゴールドマン・サックス 日本株式計
量マーケット・ニュートラル・ファンド 2
（少人数私募） 
 

7,379,903,176 円 7,329,718,234 円

ゴールドマン・サックス 日本株式計
量マーケット・ニュートラルＦ（適格
機関投資家専用） 
 

3,522,494,684 円 2,891,408,709 円

ゴールドマン・サックス 日本株式計
量マーケット・ニュートラル・ファンドＰ 
 

335,366,318 円 306,746,809 円

ゴールドマン・サックス 日本株式計
量マーケット・ニュートラル・ファンド
（少人数私募／大口投資家用） 
 

2,031,011,805 円 4,787,731,477 円

 
合   計 
 

51,556,248,008 円 52,635,123,407 円

   

2. 担保資産 信用取引に係る差入保証金
代用有価証券として、担保と
して供している資産は次の通り
であります。 
株式 61,205,621,400 円 

 

信用取引に係る差入保証金
代用有価証券として、担保と
して供している資産は次の通り
であります。 
株式 57,966,357,700 円 
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（有価証券関係） 

売買目的有価証券 

（単位：円） 

〔2003 年 8 月 20 日現在〕 〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

種  類 
貸借対照表計上額 

当計算期間の損益に

含まれた評価差額 
貸借対照表計上額 

当計算期間の損益に

含まれた評価差額 

株    式 61,243,758,315 11,427,269,483 57,983,816,200 2,098,083,428

合  計 61,243,758,315 11,427,269,483 57,983,816,200 2,098,083,428

 

 

 

（デリバティブ取引等関係） 

該当事項はありません。 

 

 

 

（1 口当たり情報） 

対象年月日 

項目 
〔2003 年 8 月 20 日現在〕 〔2004 年 2 月 20 日現在〕 

 

  1 口当たり純資産額 

 

1.1982 円 1.1866 円 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（2）附属明細表 

①  有価証券明細表 

（ア）株式 

（単位：円） 

評  価  額 
銘   柄 株 式 数 

単  価 金  額 
備考

日本水産 1,105,000 260.00 287,300,000 ＊ 

マルハ 619,000 155.00 95,945,000 ＊ 

コムシスホールディングス 402,000 667.00 268,134,000 ＊ 

大成建設 469,000 379.00 177,751,000 ＊ 

大林組 699,000 481.00 336,219,000 ＊ 

大東建託 148,800 3,420.00 508,896,000 ＊ 

ＮＩＰＰＯコーポレーション 24,000 553.00 13,272,000 ＊ 

大和ハウス工業 373,000 1,010.00 376,730,000 ＊ 

東京エネシス 9,000 457.00 4,113,000 ＊ 

日立プラント建設 55,000 359.00 19,745,000 ＊ 

東芝プラントシステム 81,000 396.00 32,076,000 ＊ 

日本製粉 467,000 451.00 210,617,000 ＊ 

山崎製パン 310,000 885.00 274,350,000 ＊ 

明治乳業 658,000 455.00 299,390,000 ＊ 

森永乳業 448,000 334.00 149,632,000 ＊ 

日本ハム 449,000 1,195.00 536,555,000 ＊ 

伊藤ハム 74,000 431.00 31,894,000 ＊ 

米久 26,000 960.00 24,960,000 ＊ 

サッポロホールディングス 563,000 337.00 189,731,000 ＊ 

アサヒビール 195,300 1,012.00 197,643,600 ＊ 

三国コカ・コーラボトリング 41,000 860.00 35,260,000 ＊ 

キッコーマン 386,000 806.00 311,116,000 ＊ 

ニチレイ 330,000 366.00 120,780,000 ＊ 

東洋紡績 511,000 234.00 119,574,000 ＊ 

倉敷紡績 395,000 164.00 64,780,000 ＊ 

ダイドーリミテッド 23,000 753.00 17,319,000 ＊ 

帝人 2,416,000 314.00 758,624,000 ＊ 

東レ 1,796,000 408.00 732,768,000 ＊ 

日本バイリーン 138,000 375.00 51,750,000 ＊ 

三陽商会 226,000 653.00 147,578,000 ＊ 

デサント 160,000 323.00 51,680,000 ＊ 

レンゴー 634,000 421.00 266,914,000 ＊ 

住友化学工業 250,000 405.00 101,250,000 ＊ 

三菱化学 2,128,000 273.00 580,944,000 ＊ 

日本曹達 380,000 265.00 100,700,000 ＊ 

トクヤマ 260,000 398.00 103,480,000 ＊ 

セントラル硝子 195,000 700.00 136,500,000 ＊ 

東亞合成 403,000 206.00 83,018,000 ＊ 

電気化学工業 606,000 319.00 193,314,000 ＊ 

エア・ウォーター 219,000 536.00 117,384,000 ＊ 
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評  価  額 
銘   柄 株 式 数 

単  価 金  額 
備考

鐘淵化学工業 867,000 917.00 795,039,000 ＊ 

三菱瓦斯化学 297,000 348.00 103,356,000 ＊ 

東京応化工業 13,800 1,923.00 26,537,400 ＊ 

日本合成化学工業 300,000 244.00 73,200,000 ＊ 

積水化学工業 336,000 538.00 180,768,000 ＊ 

宇部興産 2,162,000 163.00 352,406,000 ＊ 

日立化成工業 358,800 1,664.00 597,043,200 ＊ 

群栄化学工業 194,000 240.00 46,560,000 ＊ 

旭電化工業 105,000 801.00 84,105,000 ＊ 

日本ペイント 457,000 342.00 156,294,000 ＊ 

関西ペイント 527,000 510.00 268,770,000 ＊ 

大日本インキ化学工業 847,000 225.00 190,575,000 ＊ 

東洋インキ製造 80,000 465.00 37,200,000 ＊ 

富士写真フイルム 205,000 3,170.00 649,850,000 ＊ 

協和醗酵工業 128,000 677.00 86,656,000 ＊ 

三共 346,500 2,220.00 769,230,000 ＊ 

武田薬品工業 76,700 4,470.00 342,849,000 ＊ 

田辺製薬 307,000 880.00 270,160,000 ＊ 

日本新薬 53,000 606.00 32,118,000 ＊ 

エーザイ 240,200 2,765.00 664,153,000 ＊ 

小野薬品工業 64,700 4,430.00 286,621,000 ＊ 

大正製薬 71,000 1,917.00 136,107,000 ＊ 

富士レビオ 33,000 1,207.00 39,831,000 ＊ 

杏林製薬 30,000 1,246.00 37,380,000 ＊ 

昭和シェル石油 329,000 855.00 281,295,000 ＊ 

コスモ石油 990,000 229.00 226,710,000 ＊ 

新日鉱ホールディングス 1,948,500 367.00 715,099,500 ＊ 

日東紡績 1,891,000 146.00 276,086,000 ＊ 

日本電気硝子 6,000 2,290.00 13,740,000 ＊ 

住友大阪セメント 830,000 227.00 188,410,000 ＊ 

太平洋セメント 2,730,000 267.00 728,910,000 ＊ 

品川白煉瓦 161,000 241.00 38,801,000 ＊ 

新日本製鐵 2,101,000 212.00 445,412,000 ＊ 

神戸製鋼所 5,515,000 127.00 700,405,000 ＊ 

日新製鋼 1,456,000 186.00 270,816,000 ＊ 

中山製鋼所 530,000 240.00 127,200,000 ＊ 

ジェイ エフ イー ホールディングス 259,600 2,700.00 700,920,000 ＊ 

大和工業 94,000 830.00 78,020,000 ＊ 

モリ工業 277,000 240.00 66,480,000 ＊ 

日本軽金属 3,309,000 236.00 780,924,000 ＊ 

三井金属鉱業 1,563,000 456.00 712,728,000 ＊ 

住友軽金属工業 401,000 135.00 54,135,000 ＊ 

住友電気工業 665,000 922.00 613,130,000 ＊ 

日立電線 81,000 447.00 36,207,000 ＊ 

日本発条 414,000 544.00 225,216,000 ＊ 
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評  価  額 
銘   柄 株 式 数 

単  価 金  額 
備考

アタカ工業 6,000 382.00 2,292,000 ＊ 

タクマ 239,000 754.00 180,206,000 ＊ 

住友重機械工業 3,264,000 235.00 767,040,000 ＊ 

共立 1,303,000 234.00 304,902,000 ＊ 

クボタ 1,032,000 442.00 456,144,000 ＊ 

三菱化工機 15,000 166.00 2,490,000 ＊ 

月島機械 7,000 675.00 4,725,000 ＊ 

オルガノ 66,000 496.00 32,736,000 ＊ 

椿本チエイン 308,000 370.00 113,960,000 ＊ 

マースエンジニアリング 6,100 5,400.00 32,940,000 ＊ 

サミー 9,600 3,100.00 29,760,000 ＊ 

サミー(新) 5,650 3,090.00 17,458,500  

ＪＵＫＩ 127,000 333.00 42,291,000 ＊ 

ブラザー工業 610,000 1,033.00 630,130,000 ＊ 

リケン 45,000 390.00 17,550,000 ＊ 

ＮＴＮ 1,446,000 503.00 727,338,000 ＊ 

光洋精工 663,000 1,021.00 676,923,000 ＊ 

不二越 125,000 299.00 37,375,000 ＊ 

マキタ 242,000 1,255.00 303,710,000 ＊ 

日立製作所 1,111,000 705.00 783,255,000 ＊ 

富士電機ホールディングス 1,888,000 231.00 436,128,000 ＊ 

安川電機 836,000 785.00 656,260,000 ＊ 

明電舎 121,000 233.00 28,193,000 ＊ 

日立工機 104,000 617.00 64,168,000 ＊ 

東芝テック 676,000 430.00 290,680,000 ＊ 

日本電気 693,000 805.00 557,865,000 ＊ 

富士通 1,162,000 658.00 764,596,000 ＊ 

岩崎通信機 8,000 256.00 2,048,000 ＊ 

サンケン電気 298,000 1,401.00 417,498,000 ＊ 

セイコーエプソン 178,700 3,860.00 689,782,000 ＊ 

日本無線 309,000 519.00 160,371,000 ＊ 

アンリツ 429,000 854.00 366,366,000 ＊ 

日立国際電気 37,000 741.00 27,417,000 ＊ 

ＴＤＫ 44,600 7,280.00 324,688,000 ＊ 

ケンウッド 1,804,000 295.00 532,180,000 ＊ 

ミツミ電機 585,400 1,239.00 725,310,600 ＊ 

アルプス電気 475,000 1,411.00 670,225,000 ＊ 

パイオニア 154,800 3,020.00 467,496,000 ＊ 

日本ビクター 268,000 1,075.00 288,100,000 ＊ 

フォスター電機 56,000 475.00 26,600,000 ＊ 

東光 301,000 312.00 93,912,000 ＊ 

ホシデン 453,600 1,306.00 592,401,600 ＊ 

日本航空電子工業 197,000 1,036.00 204,092,000 ＊ 

日立マクセル 40,500 1,495.00 60,547,500 ＊ 

ユニデン 182,000 1,858.00 338,156,000 ＊ 
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評  価  額 
銘   柄 株 式 数 

単  価 金  額 
備考

山武 163,000 897.00 146,211,000 ＊ 

日本光電工業 181,000 855.00 154,755,000 ＊ 

キーエンス 10,700 22,160.00 237,112,000 ＊ 

日本シイエムケイ 70,000 1,276.00 89,320,000 ＊ 

新光電気工業 145,700 2,920.00 425,444,000 ＊ 

村田製作所 46,600 6,000.00 279,600,000 ＊ 

松下電工 758,000 966.00 732,228,000 ＊ 

ニチコン 66,400 1,261.00 83,730,400 ＊ 

ＫＯＡ 20,100 895.00 17,989,500 ＊ 

小糸製作所 243,000 742.00 180,306,000 ＊ 

スター精密 137,000 738.00 101,106,000 ＊ 

東京エレクトロン 24,000 6,950.00 166,800,000 ＊ 

ボッシュ オートモーティブ システム 332,000 355.00 117,860,000 ＊ 

川崎重工業 4,617,000 135.00 623,295,000 ＊ 

いすゞ自動車 3,416,000 203.00 693,448,000 ＊ 

トヨタ自動車 120,400 3,720.00 447,888,000 ＊ 

三菱自動車工業 62,000 254.00 15,748,000 ＊ 

トヨタ車体 39,400 1,729.00 68,122,600 ＊ 

日産車体 612,000 621.00 380,052,000 ＊ 

トピー工業 649,000 267.00 173,283,000 ＊ 

トキコ 195,000 306.00 59,670,000 ＊ 

カルソニックカンセイ 421,000 820.00 345,220,000 ＊ 

富士重工業 1,078,000 497.00 535,766,000 ＊ 

ヤマハ発動機 468,000 1,235.00 577,980,000 ＊ 

エクセディ 72,900 1,423.00 103,736,700 ＊ 

豊田合成 14,500 2,745.00 39,802,500 ＊ 

島津製作所 530,000 483.00 255,990,000 ＊ 

オリンパス 302,000 2,140.00 646,280,000 ＊ 

ペンタックス 138,000 547.00 75,486,000 ＊ 

シチズン時計 395,000 907.00 358,265,000 ＊ 

凸版印刷 631,000 1,218.00 768,558,000 ＊ 

大日本印刷 283,000 1,597.00 451,951,000 ＊ 

共同印刷 170,000 327.00 55,590,000 ＊ 

アシックス 1,084,000 217.00 235,228,000 ＊ 

ヤマハ 378,600 1,920.00 726,912,000 ＊ 

セガ 568,700 1,102.00 626,707,400 ＊ 

バンダイ 21,600 2,530.00 54,648,000 ＊ 

川崎汽船 839,000 502.00 421,178,000 ＊ 

住友倉庫 154,000 370.00 56,980,000 ＊ 

伯東 33,300 1,284.00 42,757,200 ＊ 

伊藤忠商事 566,000 365.00 206,590,000 ＊ 

丸紅 3,565,000 216.00 770,040,000 ＊ 

豊田通商 52,000 927.00 48,204,000 ＊ 

東都水産 353,000 200.00 70,600,000 ＊ 

住友商事 946,000 816.00 771,936,000 ＊ 
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評  価  額 
銘   柄 株 式 数 

単  価 金  額 
備考

内田洋行 744,000 399.00 296,856,000 ＊ 

西華産業 21,000 174.00 3,654,000 ＊ 

阪和興業 1,406,000 299.00 420,394,000 ＊ 

ニチモウ 180,000 220.00 39,600,000 ＊ 

オートバックスセブン 68,000 2,580.00 175,440,000 ＊ 

スズケン 25,800 3,540.00 91,332,000 ＊ 

エディオン 49,300 1,012.00 49,891,600 ＊ 

ファミリーマート 31,400 2,795.00 87,763,000 ＊ 

上新電機 191,000 286.00 54,626,000 ＊ 

ベスト電器 296,000 488.00 144,448,000 ＊ 

青山商事 150,600 2,070.00 311,742,000 ＊ 

東急百貨店 201,000 104.00 20,904,000 ＊ 

高島屋 166,000 876.00 145,416,000 ＊ 

大丸 173,000 697.00 120,581,000 ＊ 

阪急百貨店 60,000 820.00 49,200,000 ＊ 

イトーヨーカ堂 131,000 3,710.00 486,010,000 ＊ 

イオン 153,700 3,650.00 561,005,000 ＊ 

ユニー 276,000 1,164.00 321,264,000 ＊ 

イズミ 28,900 1,639.00 47,367,100 ＊ 

野村ホールディングス 390,000 1,672.00 652,080,000 ＊ 

アイフル 34,650 9,110.00 315,661,500 ＊ 

イオンクレジットサービス 68,300 5,570.00 380,431,000 ＊ 

プロミス 38,850 6,210.00 241,258,500 ＊ 

日本信販 607,000 349.00 211,843,000 ＊ 

ジャックス 24,000 499.00 11,976,000 ＊ 

日立キャピタル 89,300 1,665.00 148,684,500 ＊ 

オリックス 82,100 10,010.00 821,821,000 ＊ 

住商リース 5,800 3,100.00 17,980,000 ＊ 

ダイヤモンドリース 85,100 3,110.00 264,661,000 ＊ 

東京建物 1,072,000 482.00 516,704,000 ＊ 

東急不動産 927,000 288.00 266,976,000 ＊ 

大京 1,754,000 204.00 357,816,000 ＊ 

電通 230 520,000.00 119,600,000 ＊ 

エスアールエル 87,800 1,021.00 89,643,800 ＊ 

ナムコ 244,500 2,560.00 625,920,000 ＊ 

ベネッセコーポレーション 177,900 2,740.00 487,446,000 ＊ 

合  計 57,983,816,200  

 



１４. ファンドの経理状況および運用状況 

46 

注 ＊差入保証金代用有価証券として以下の有価証券の差入を行っております。 

銘   柄 株 式 数 銘   柄 株 式 数 

日本水産 1,105,000 積水化学工業 336,000

マルハ 619,000 宇部興産 2,162,000

コムシスホールディングス 402,000 日立化成工業 358,800

大成建設 469,000 群栄化学工業 194,000

大林組 699,000 旭電化工業 105,000

大東建託 148,800 日本ペイント 457,000

ＮＩＰＰＯコーポレーション 24,000 関西ペイント 527,000

大和ハウス工業 373,000 大日本インキ化学工業 847,000

東京エネシス 9,000 東洋インキ製造 80,000

日立プラント建設 55,000 富士写真フイルム 205,000

東芝プラントシステム 81,000 協和醗酵工業 128,000

日本製粉 467,000 三共 346,500

山崎製パン 310,000 武田薬品工業 76,700

明治乳業 658,000 田辺製薬 307,000

森永乳業 448,000 日本新薬 53,000

日本ハム 449,000 エーザイ 240,200

伊藤ハム 74,000 小野薬品工業 64,700

米久 26,000 大正製薬 71,000

サッポロホールディングス 563,000 富士レビオ 33,000

アサヒビール 195,300 杏林製薬 30,000

三国コカ・コーラボトリング 41,000 昭和シェル石油 329,000

キッコーマン 386,000 コスモ石油 990,000

ニチレイ 330,000 新日鉱ホールディングス 1,948,500

東洋紡績 511,000 日東紡績 1,891,000

倉敷紡績 395,000 日本電気硝子 6,000

ダイドーリミテッド 23,000 住友大阪セメント 830,000

帝人 2,416,000 太平洋セメント 2,730,000

東レ 1,796,000 品川白煉瓦 161,000

日本バイリーン 138,000 新日本製鐵 2,101,000

三陽商会 226,000 神戸製鋼所 5,515,000

デサント 160,000 日新製鋼 1,456,000

レンゴー 634,000 中山製鋼所 530,000

住友化学工業 250,000 ジェイ エフ イー ホールディングス 259,600

三菱化学 2,128,000 大和工業 94,000

日本曹達 380,000 モリ工業 277,000

トクヤマ 260,000 日本軽金属 3,309,000

セントラル硝子 195,000 三井金属鉱業 1,563,000

東亞合成 403,000 住友軽金属工業 401,000

電気化学工業 606,000 住友電気工業 665,000

エア・ウォーター 219,000 日立電線 81,000

鐘淵化学工業 867,000 日本発条 414,000

三菱瓦斯化学 297,000 アタカ工業 6,000

東京応化工業 13,800 タクマ 239,000
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銘   柄 株 式 数 銘   柄 株 式 数 

日本合成化学工業 300,000 住友重機械工業 3,264,000

共立 1,303,000 新光電気工業 145,700

クボタ 1,032,000 村田製作所 46,600

三菱化工機 15,000 松下電工 758,000

月島機械 7,000 ニチコン 66,400

オルガノ 66,000 ＫＯＡ 20,100

椿本チエイン 308,000 小糸製作所 243,000

マースエンジニアリング 6,100 スター精密 137,000

サミー 9,600 東京エレクトロン 24,000

ＪＵＫＩ 127,000 ボッシュ オートモーティブ システム 332,000

ブラザー工業 610,000 川崎重工業 4,617,000

リケン 45,000 いすゞ自動車 3,416,000

ＮＴＮ 1,446,000 トヨタ自動車 120,400

光洋精工 663,000 三菱自動車工業 62,000

不二越 125,000 トヨタ車体 39,400

マキタ 242,000 日産車体 612,000

日立製作所 1,111,000 トピー工業 649,000

富士電機ホールディングス 1,888,000 トキコ 195,000

安川電機 836,000 カルソニックカンセイ 421,000

明電舎 121,000 富士重工業 1,078,000

日立工機 104,000 ヤマハ発動機 468,000

東芝テック 676,000 エクセディ 72,900

日本電気 693,000 豊田合成 14,500

富士通 1,162,000 島津製作所 530,000

岩崎通信機 8,000 オリンパス 302,000

サンケン電気 298,000 ペンタックス 138,000

セイコーエプソン 178,700 シチズン時計 395,000

日本無線 309,000 凸版印刷 631,000

アンリツ 429,000 大日本印刷 283,000

日立国際電気 37,000 共同印刷 170,000

ＴＤＫ 44,600 アシックス 1,084,000

ケンウッド 1,804,000 ヤマハ 378,600

ミツミ電機 585,400 セガ 568,700

アルプス電気 475,000 バンダイ 21,600

パイオニア 154,800 川崎汽船 839,000

日本ビクター 268,000 住友倉庫 154,000

フォスター電機 56,000 伯東 33,300

東光 301,000 伊藤忠商事 566,000

ホシデン 453,600 丸紅 3,565,000

日本航空電子工業 197,000 豊田通商 52,000

日立マクセル 40,500 東都水産 353,000

ユニデン 182,000 住友商事 946,000

山武 163,000 内田洋行 744,000

日本光電工業 181,000 西華産業 21,000
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銘   柄 株 式 数 銘   柄 株 式 数 

キーエンス 10,700 阪和興業 1,406,000

日本シイエムケイ 70,000 ニチモウ 180,000

オートバックスセブン 68,000 アイフル 34,650

スズケン 25,800 イオンクレジットサービス 68,300

エディオン 49,300 プロミス 38,850

ファミリーマート 31,400 日本信販 607,000

上新電機 191,000 ジャックス 24,000

ベスト電器 296,000 日立キャピタル 89,300

青山商事 150,600 オリックス 82,100

東急百貨店 201,000 住商リース 5,800

高島屋 166,000 ダイヤモンドリース 85,100

大丸 173,000 東京建物 1,072,000

阪急百貨店 60,000 東急不動産 927,000

イトーヨーカ堂 131,000 大京 1,754,000

イオン 153,700 電通 230

ユニー 276,000 エスアールエル 87,800

イズミ 28,900 ナムコ 244,500

野村ホールディングス 390,000 ベネッセコーポレーション 177,900

 

 

（イ）株式以外の有価証券 

該当事項はありません。 

 

 

②  有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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１４-２． ファンドの現況 

 

(1) 純資産額計算書 

(2004 年 3 月 31 日現在) 

Ⅰ 資産総額 16,085,248,013円

Ⅱ 負債総額 20,046,740円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 16,065,201,273円

Ⅳ 発行済口数 15,477,665,533口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0380円

 

 

(2) 投資有価証券の主要銘柄 

(2004 年 3 月 31 日現在) 
国／地域 種類 銘柄名 数量 

（口 数） 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額金額

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額金額 

（円） 

投資

比率

（％）

日本 
親投資信託 

受 益 証 券 

ゴールドマン・サッ

クス 日本株式計

量 マ ー ケ ッ ト ・

ニュートラル戦略

マ ザ ー フ ァ ン ド 

13,269,467,096 1.1866 15,745,549,657 1.2122 16,085,248,013 100.12

 

種類別投資比率(2004 年 3 月 31 日現在) 

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.12

合計 100.12

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

 

(3) 投資不動産物件(2004 年 3 月 31 日現在) 

該当事項はありません。 

 

(4) その他投資資産の主要なもの(2004 年 3 月 31 日現在) 

該当事項はありません。 
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参考情報 

<ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンド> 

(1) 純資産額計算書 

(2004 年 3 月 31 日現在) 

Ⅰ 資産総額 124,175,871,858円 

Ⅱ 負債総額 61,260,755,854円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 62,915,116,004円 

Ⅳ 発行済口数 51,901,137,620口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.2122円  

(2) 投資有価証券の主要銘柄(上位 30 銘柄) 

(2004 年 3 月 31 日現在) 

国／ 

地域 

種類 銘柄名 業種 数量 

（株式数） 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

金額 

（円） 

投資

比率

（％）

日本 株式 住友重機械工業 機械 2,846,000 235.00 668,810,000 296.00 842,416,000 1.34

日本 株式 日本軽金属 非鉄金属 2,825,000 236.00 666,700,000 284.00 802,300,000 1.28

日本 株式 新日鉱ホールディングス 石油・石炭製品 1,623,500 367.00 595,824,500 494.00 802,009,000 1.27

日本 株式 太平洋セメント ガラス・土石製品 2,574,000 267.13 687,592,620 308.00 792,792,000 1.26

日本 株式 住友商事 卸売業 841,000 816.00 686,256,000 937.00 788,017,000 1.25

日本 株式 東レ 繊維製品 1,627,000 408.05 663,897,350 483.00 785,841,000 1.25

日本 株式 東京建物 不動産業 1,144,000 488.36 558,683,840 686.00 784,784,000 1.25

日本 株式 鐘淵化学工業 化学 750,000 917.00 687,750,000 1,044.00 783,000,000 1.24

日本 株式 丸紅 卸売業 2,765,000 216.00 597,240,000 283.00 782,495,000 1.24

日本 株式 凸版印刷 その他製品 582,000 1,218.79 709,335,780 1,341.00 780,462,000 1.24

日本 株式 野村ホールディングス 証券、商品先物取引業 410,000 1,683.17 690,100,000 1,895.00 776,950,000 1.23

日本 株式 日立化成工業 化学 438,700 1,670.88 733,015,056 1,760.00 772,112,000 1.23

日本 株式 川崎重工業 輸送用機器 4,617,000 135.00 623,295,000 167.00 771,039,000 1.23

日本 株式 帝人 繊維製品 2,192,000 314.00 688,288,000 351.00 769,392,000 1.22

日本 株式 神戸製鋼所 鉄鋼 4,831,000 127.00 613,537,000 159.00 768,129,000 1.22

日本 株式 日立製作所 電気機器 950,000 705.00 669,750,000 807.00 766,650,000 1.22

日本 株式 いすゞ自動車 輸送用機器 3,525,000 203.47 717,231,750 217.00 764,925,000 1.22

日本 株式 富士通 電気機器 1,148,000 658.00 755,384,000 665.00 763,420,000 1.21

日本 株式 セイコーエプソン 電気機器 181,600 3,854.26 699,933,616 4,200.00 762,720,000 1.21

日本 株式 アルプス電気 電気機器 493,000 1,421.89 700,991,770 1,530.00 754,290,000 1.20

日本 株式 ＮＴＮ 機械 1,434,000 503.00 721,302,000 526.00 754,284,000 1.20

日本 株式 松下電工 電気機器 758,000 966.00 732,228,000 995.00 754,210,000 1.20

日本 株式 ヤマハ その他製品 386,500 1,922.06 742,876,190 1,945.00 751,742,500 1.19

日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 193,600 3,808.47 737,320,800 3,880.00 751,168,000 1.19

日本 株式 三共 医薬品 331,200 2,220.00 735,264,000 2,265.00 750,168,000 1.19

日本 株式 ジェイ エフ イー ホールディングス 鉄鋼 259,600 2,700.00 700,920,000 2,845.00 738,562,000 1.17

日本 株式 オリックス その他金融業 63,200 10,010.00 632,632,000 11,510.00 727,432,000 1.16

日本 株式 光洋精工 機械 663,000 1,021.00 676,923,000 1,089.00 722,007,000 1.15

日本 株式 三菱化学 化学 2,270,000 273.37 620,562,000 318.00 721,860,000 1.15

日本 株式 ナムコ サービス業 223,500 2,560.00 572,160,000 3,150.00 704,025,000 1.12
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業種別投資比率(2004 年 3 月 31 日現在) 

国内/外国 業種 投資比率（％） 

水産・農林業 0.59

建設業 3.27

食料品 3.97

繊維製品 3.25

パルプ・紙 0.48

化学 8.64

医薬品 4.44

石油・石炭製品 2.08

ガラス・土石製品 2.22

鉄鋼 3.38

非鉄金属 2.79

金属製品 0.42

機械 7.27

電気機器 17.94

輸送用機器 7.74

精密機器 2.39

その他製品 4.50

海運業 0.87

倉庫・運輸関連業 0.11

卸売業 5.38

小売業 4.38

証券、商品先物取引業 1.23

その他金融業 3.99

不動産業 2.39

国内 

サービス業 2.39

合計  96.11

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 
 
 

 

 

(3) 投資不動産物件(2004 年 3 月 31 日現在) 

該当事項はありません。 

 

 

(4) その他投資資産の主要なもの(2004 年 3 月 31 日現在) 

該当事項はありません。 
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１４-３． 運用状況 
 

(1) 投資状況 

 
(2004 年 3 月 31 日現在) 

資産の種類 国  名 
時価合計 
（円） 

投資比率 
（％） 

株式親投資信託受益証券 － 16,085,248,013 100.12
負債 － 20,046,740 0.12
合計（純資産総額） － 16,065,201,273 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

参考情報  

<ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンド> 
(2004 年 3 月 31 日現在) 

資産の種類 国  名 
時価合計 
（円） 

投資比率 
（％） 

株式 日本 60,470,656,900 96.11
その他の資産   

預金・コールローン・金銭信託 － 6,737,289,400 10.71

信用取引預け金 － 54,061,579,327 85.93
その他の資産 － 2,906,346,231 4.62
小計  63,705,214,958 101.26
負債 － 61,260,755,854 97.37
合計（純資産総額） － 62,915,116,004 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

(2) 運用実績 

① 純資産の推移 

 2004 年 3 月 31 日及び同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期末の純資産の推移は

次の通りです。 

期 年月日 
純資産総額 
(百万円) 
(分配落) 

純資産総額 
(百万円) 
(分配付) 

1 口当たり純資産額
(円) 
(分配落) 

1 口当たり純資産額
(円) 
(分配付) 

1 期 (2003年2月20日) 10,940 10,940 1.0230 1.0230
2 期 (2003年8月20日) 18,766 18,947 1.0376 1.0476
3 期 (2004年2月20日) 17,026 17,109 1.0171 1.0221
 2003 年 4 月末日 18,175 － 1.0445 －
 2003 年 5 月末日 18,801 － 1.0298 －
 2003 年 6 月末日 19,060 － 1.0469 －
 2003 年 7 月末日 18,897 － 1.0449 －
 2003 年 8 月末日 18,582 － 1.0317 －
 2003 年 9 月末日 18,112 － 1.0214 －
 2003 年 10 月末日 17,953 － 1.0208 －
 2003 年 11 月末日 17,595 － 1.0163 －
 2003 年 12 月末日 17,231 － 1.0218 －
 2004 年 1 月末日 17,045 － 1.0182 －
 2004 年 2 月末日 16,820 － 1.0236 －
 2004 年 3 月末日 16,065 － 1.0380 －

(注) 表中の末日とはその月の最終営業日を指します。 
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② 分配の推移 

 

期 計算期間 
1 口当たりの分配金

(円) 

自 2002 年 11 月 29 日 
第 1 期 

至 2003 年 2 月 20 日 
0.0000

自 2003 年 2 月 21 日 
第 2 期 

至 2003 年 8 月 20 日 
0.0100

自 2003 年 8 月 21 日 
第 3 期 

至 2004 年 2 月 20 日 
0.0050

 

③ 収益率の推移 

 

期 計算期間 収益率（％） 

自 2002 年 11 月 29 日 
第 1 期 

至 2003 年 2 月 20 日 
2.3

自 2003 年 2 月 21 日 
第 2 期 

至 2003 年 8 月 20 日 
2.4

自 2003 年 8 月 21 日 
第 3 期 

至 2004 年 2 月 20 日 
△1.5

 

 

 

(3) 設定及び解約の実績 

 下記計算期間中の設定及び解約の実績ならびに当該計算期末の発行済み口数は次の通りです。 

期 計算期間 
設定口数 

(口) 

解約口数 

(口) 

発行済み口数 

(口) 

自 2002 年 11 月 29 日 10,719,271,297 24,656,701 10,694,614,596
第 1 期 

至 2003 年 2 月 20 日 (0) (0) (0)

自 2003 年 2 月 21 日 7,690,197,146 298,303,827 18,086,507,915
第 2 期 

至 2003 年 8 月 20 日 (0) (0) (0)

自 2003 年 8 月 21 日 126,119,175 1,472,397,526 16,740,229,564 
第 3 期 

至 2004 年 2 月 20 日 (0) (0) (0)

(注 1)  ( )内の数字は本邦外における設定、解約及び発行済み口数です。 

(注 2)  設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。 
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（参考情報） 

 

ゴールドマン・サックス日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンドの基準価額は、日本株

式、日本債券の動きの影響を大きく受けない形で推移してきました。 

 

ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファンドの基準価額推移 

（2002 年 1 月 30 日～2004 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 ヵ月円 LIBOR（本ファンドおよびマザーファンドのベンチマーク） 

日本債券：NOMURA-BPI(ノムラ・ボンド・パフォーマンス・インデックス）総合指数、日本株式：TOPIX 

（これら指数は本ファンドのベンチマークではありません。） 

2002 年 1 月 30 日=10,000 として指数化 

 

 
(注 1) 本ファンドは、実質的に本ファンドと同一の運用方針を有する親投資信託である「ゴールドマン・サックス日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マ

ザーファンド」の受益証券を主要投資対象とし、ファミリーファンド方式による運用を行います。ファミリーファンド方式とは、投資家からの資金をまとめて

ベビーファンド（本ファンド）とし、その資金をマザーファンドの受益証券に投資して実質的な運用を行う仕組みです。ただし、ベビーファンドである本ファン

ドから有価証券等に直接投資することもあります。 

(注 2) 上記は本ファンドのマザーファンドの実績であり、本ファンドそのものの実績ではありません。マザーファンドにおいては、信託報酬および信託事務の諸費

用の負担がないことにつき、ご留意ください。また、上記は過去の実績であり、将来の結果をお約束するものではありません。指数に直接投資すること

はできず、費用や流動性等の市場要因なども考慮されていないため、実際の取引結果とは異なります。 

(注 3） 「NOMURA-BPI（ノムラ・ボンド・パフォーマンス・インデックス）総合指数」とは、野村證券株式会社が計算、公表している債券指数で、国内発行公

募固定利付債の流通市場動向を表す指標です。当指数の知的財産権は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は本ファ

ンドの運用成果等に関し、一切責任はありません。 
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8,000

9,000
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11,000
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マザーファンド

日本株式

日本債券

（2002年1月30日設定）

1ヵ月円LIBOR
期間別騰落率
（信託報酬控除前）

過去1ヶ月 1.5%
過去3ヶ月 2.3%
過去6ヶ月 2.7%
過去1年 3.5%
設定来 21.2%
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１５． その他 

 

(1) 目論見書は電子媒体等として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。 

(2) 1 または複数の内容の要約仮目論見書を使用することがあります。 

有価証券届出書添付書類を、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第 12 条 1

項 1 号ロに規定する書類(以下｢要約仮目論見書｣といいます。ただし、有価証券届出書によ

る届出が効力を生じた後に使用される場合は｢要約目論見書｣という表題が用いられることがあ

ります。)として、以下の記載に従い使用します。 

(ｲ) 要約仮目論見書は、チラシ、パンフレット、ポスター、ダイレクトメール(ハガキ、封書用)、電

子媒体として使用されるほか、新聞、雑誌、書籍およびインターネット等に掲載されることが

あります。 

(ﾛ) 要約仮目論見書は、使用形態によって字体、レイアウト、用紙および印刷の色、デザイン

等が変更されることがあります。また、別紙に表示するとおりまたはその他委託会社および

販売会社の名称およびロゴ、本ファンドのロゴ、写真、イラスト、見出しおよびキャッチ・コピー

を付加して使用されることがあります。 

要約仮目論見書の表紙に以下のような文言を記載することがあります。 

投資信託をご購入の際の注意事項 

・ お申込みの際は必ず｢目論見書｣をご覧ください。 

・ 本ファンドは株式など値動きのある証券に投資し、基準価額は変動します。したがっ

て、元金が保証されているものではありません。 

・ 投資信託は、預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。 

・ 証券会社以外の金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払

対象ではありません。 

・ 投資信託は、金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。 

・ 投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこと

になります。 

(ﾊ) 有価証券届出書本文第一部｢証券情報｣および第二部｢ファンド情報｣の主要内容を要

約し、｢お申込みメモ｣、｢本ファンドの概要｣、｢ご投資の手引き｣および｢費用と税金｣とし

て、要約仮目論見書に記載することがあります。また、有価証券届出書第三部｢特別情

報｣の主要内容を要約し、要約仮目論見書に記載することがあります。 

(ﾆ) 要約仮目論見書に以下の趣旨の文章または文言の全部または一部を記載することがあり

ます。 

･ 日本株市場全体の動向にかかわりなく、資産成長を追求する、新しいファンド。 

(ﾎ) 要約仮目論見書中の一定の用語につき、商標登録申請中または登録商標であることを

示す文言または記号を用いることがあります。 

(ﾍ) メモ欄として罫線を記載した頁を設けることがあります。 

(ﾄ) 社長のごあいさつ(言及されるデータは適宜更新されます。)を記載することがあります。 
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(ﾁ) 本ファンドまたはマザーファンドの保有証券と運用状況に関する情報として、主要または一

部組入銘柄(業種・セクター、主要取引市場、組入比率、組入数、組入額、格付を含み

ます。)、投資対象の資産別構成比、投資国別構成比、業種・セクター別構成比、市場

別構成比、株式および先物の合計に基づく組入割合の表示によるポートフォリオ構成、通

貨、為替予約の状況ならびにそれらの推移等に関する説明を、文章、数値、グラフで表示

することがあります(表示されるデータは適宜更新されます。)。また、直近の基準価額、純

資産総額等を表示することがあります。なお、セクターの記載に関しては、本ファンドの運用

チーム独自の分類を用いることがあります。 

(ﾘ) 運用実績として基準価額(税引き前分配金込みもしくは分配金落ち後またはその双方)お

よび過去の分配実績(各月および年率換算ならびに再投資の状況を含みます。)の推移、

年換算利回り、設定来または直近 1 週間、1 ヵ月、3 ヵ月、6 ヵ月、1 年、1 年半、2 年、

3 年の騰落率等を数値またはグラフで表示することがあります。 



＜投資信託用語集＞

投資信託用語集（１）投資信託用語集（１）

委託会社（いたくがいしゃ）

ファンドの設定・運用、目論見書・運用報告書の作成等を担当する会社（運用会社）を指します。

運用報告書（うんようほうこくしょ）

ファンドの運用内容に関する情報を記載した報告書です。投資信託及び投資法人に関する法律の
定めによって、ファンドの決算時（年2回以上決算があるファンドについては年2回）および償還時に
委託会社（運用会社）が作成し、販売会社を通じて受益者に送られます。運用報告書には、設定来
の運用経過、投資環境の説明、組入れ有価証券の明細など、運用状況についての情報が記載さ
れています。

売り持ち（うりもち）（ショート・ポジション）

他から株券を借り、現在の株価で売り、値下がりしたところで買って、借りてきた株券を返済しようと
いう意図で行われるものです。価格が下落すると利益が出ますが、逆に、価格が上昇すると損失が
生じます。

解約価額（かいやくかがく）

途中解約する際に用いる価額で、解約金は解約口数に解約価額を乗じて計算されます。解約価額
はファンドの基準価額から信託財産留保額を差引いた価額になります。ただし、信託財産留保額が
ないファンドでは基準価額と同じ価額となります。

株式投資信託（かぶしきとうししんたく）

投資信託の分類の一つです。一般的には株式を主な投資対象とするファンドを指しますが、約款上
で株式を少しでも組入れることが可能なファンドは株式投資信託に分類されます。したがって、主に
公社債に投資するファンドであっても、株式投資信託に分類される場合があります。
→「国内株式型（一般型）」

基準価額（きじゅんかがく）

ファンドの時価を表すものです。基準価額は、その日のファンドの純資産総額を総口数で割って計
算され、日々変動します。一般的に、当初1口が1万円のファンドは1口当たりの価額、当初1口が1
円のファンドは1万口当たりの価額で表示されます。

国内株式型（一般型）（こくないかぶしきがた（いっぱんがた））

社団法人投資信託協会が定める証券投資信託の分類で、「約款上の株式組入限度70％以上の
ファンドで、主として国内株式に投資するもの」です。
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投資信託用語集（２）投資信託用語集（２）

受託銀行（じゅたくぎんこう）

ファンドの信託財産を保管・管理する信託銀行を指します。

信託財産留保額（しんたくざいさんりゅうほがく）

運用の安定性を高めると同時に、信託期間の途中に換金される方と引き続きこの投資信託を保有さ
れる受益者との公平性を確保するために、換金される方にご負担いただくもので、信託財産に繰り入
れられます。

信託報酬（しんたくほうしゅう）

信託財産から、ファンドの運営にかかわる委託会社等に対して支払われる報酬です。信託報酬は、
通常、日々の純資産総額に対して定率で差引かれます。ファンドによっては、基本の信託報酬のほ
かに、一般的な定率の信託報酬とは異なる成功報酬を徴収するものもあります。委託会社のファンド
運用に対する報酬、販売会社の収益分配金や償還金の支払等代行業務に対する報酬、受託銀行
のファンド管理・保管に対する報酬などが含まれます。料率の内訳は目論見書に記載されています。

ハイ･ウォーターマーク

ファンドにおける成功報酬の計算において利用される用語です。成功報酬とは、ファンドの運用成果
が比較対象として定められた一定の基準を上回る成果を上げた場合に、その超過収益に対して一定
の割合で徴収される報酬のことで、ファンドから運用会社に対して支払われます。こうした運用成果を
単独の期間だけで見て比較するのではなく、例えばファンドの設定来など長期的な期間に亘って、累
積した収益が過去の最高値を更新しつつ指数等（通常はベンチマーク）の動きを上回る等の条件を
満たした場合にのみ、成功報酬を徴収する方式をハイ・ウォーターマーク方式と呼びます。また、この
ような比較対象となる指数等の動きないしその数値をハイ・ウォーターマークと呼んでいます。

販売会社（はんばいがいしゃ）

主にファンドの募集・販売の取扱い、解約請求の受付、分配金・償還金・解約金の支払いなどを行う
金融機関を指します。

ベンチマーク

運用において投資収益目標を設定する際に基準とする指標です。



 

〈信託約款〉 

信 託 約 款 

 

追加型証券投資信託 

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド 

(愛称 GS ジャパン・ニュートラル) 

 

運用の基本方針 

 

 

 信託約款第 20 条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

1. 基本方針 

 この投資信託は、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。 

 

2. 運用方法 

(1) 投資対象 

 親投資信託 ゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル戦略マザーファン

ド(以下｢マザーファンド｣といいます。)の受益証券を主要投資対象とします。 

(2) 運用方針 

① 主としてマザーファンドへの投資を通じて、わが国の株式に投資し、個別銘柄のロング(買

い)・ポジションと、ショート(売り)・ポジションを組み合せることにより、付加価値の実現を図

りつつ、同時に、日本株市場全体の騰落からの影響を抑えるマーケット・ニュートラル戦

略を行います。 

② ゴールドマン・サックス・グループが経済合理性を追求することを目的として設計・開発し

た計量運用モデルを用いた計量アクティブ運用を行います。 

③ 各運用戦略の実施は、原則としてマザーファンドを通じて行われます。ただし、状況に応

じてかかる戦略の実施を直接行う場合があります。 

④ 1 ヵ月円 LIBOR を運用上のベンチマークとします。 

⑤ 市況動向や資金動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場

合があります。 

(3) 投資制限 

① 株式への実質投資割合には、制限を設けません。 

② 外貨建資産への投資は行いません。 

③ 同一企業または団体が発行する有価証券への実質投資割合は、信託財産の純資

産総額の 20％以下とします。 

④ 同一の企業が発行する証券への実質投資割合は、当該企業の発行済み証券の

10％以下とします。 

⑤ ロング・ポジションによる信託財産の資産総額は信託財産の純資産総額の 100％以

下とします。 

⑥ 同一の企業が発行する証券のショート・ポジションの実質時価総額は、信託財産の純

資産総額の 10％以下とします。 
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⑦ デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。ただし、レバレッジ等の目的で使用する

ものではなく、現物資産等に比較しその流動性や取引コスト等の投資効率の観点から

使用します。 

⑧ 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

⑨ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑩ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時

において信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑪ 投資信託証券(マザーファンドの受益証券を除きます。)への実質投資割合は、信託財

産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑫ 同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ 3 第 1 項第

7 号および第 8 号の定めがあるものへの実質投資割合は、取得時において信託財産

の純資産総額の 10％以下とします。 

 

3. 収益分配方針 

 年 2 回決算を行い、毎計算期末(毎年 2 月 20 日および 8 月 20 日。ただし、休業日の場合は

翌営業日。)に原則として以下の方針に基づき収益分配を行います。 

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益および売買損益(評価損益を含みます。)

等の範囲内とします。 

② 分配金額は、委託者が収益分配方針に従って、基準価額水準、市場動向等を勘案して決

定します。ただし、基準価額水準、市場動向等によっては分配を行わないこともあります。ま

た、基準価額が当初元本を下回る場合においても分配を行うことがあります。 

③ 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については、特に制限を設けず、元本部分と

同様に運用の基本方針に基づき運用を行います。 



 

 

〈信託約款〉 

追加型証券投資信託 

ゴールドマン・サックス 日本株式マーケット・ニュートラル・ファンド 

(愛称 GS ジャパン・ニュートラル) 

信託約款 

 

 

(信託の種類、委託者および受託者) 

第 1 条  この信託は、証券投資信託であり、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社を

委託者とし、住友信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

(信託事務の委託) 

第 2 条  受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第１条第１項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を

締結し、これを委託することができます。 

 

(信託の目的および金額) 

第 3 条  委託者は、金 500 億円1を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者

はこれを引き受けます。 

 

(信託金の限度額) 

第 4 条  委託者は、受託者と合意のうえ、金 500 億円を限度として信託金を追加することができま

す。 

②  追加信託が行われたときは、受託者はその引受けを証する書面を委託者に交付します。 

③  委託者は、受託者と合意のうえ、第 1項の限度額を変更することができます。 

 

(信託期間) 

第 5 条  この信託の期間は、信託契約締結日から第 51 条第 7 項、第 52 条第 1 項、第 53 条第

1 項、第 54 条第 1 項または第 56 条第 2 項の規定による信託終了日または信託契約解

約の日までとします。 

 

(募集の方法、受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第 6 条  委託者は、この信託について、証券取引法第 2 条第 3 項第 1 号に掲げる募集を行いま

す。 

②  この信託に係る受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する法律

第 2条第 13 項で定める公募により行われます。 

 

                             
1 50 億円に満たない場合は、委託者の裁量により設定を中止することがあります。 
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(当初の受益者) 

第 7 条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券

取得申込者とし、第 8 条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申

込者に帰属します。 

 

(受益権の分割および再分割) 

第 8 条  委託者は、第 3 条の規定による受益権については、500 億口を上限とする口数に、追加

信託によって生じた受益権については、これを追加信託のつど第 9 条第 2 項の追加口数に、

それぞれ均等に分割します。 

②  委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

 

(追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法) 

第 9 条  追加信託は、原則として毎月 20 日を特定日とし(休業日のときは、翌営業日を特定日とし

ます。)、当該特定日の翌営業日にこれを行うものとします。 

②  前項における追加信託金は、特定日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益証券の

口数を乗じた額とします。 

③  この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産(受入担保金代用有価証券およ

び第 25 条に規定する借入有価証券を除きます。)を法令および社団法人投資信託協会規

則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額(以下｢純

資産総額｣といいます。)を計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 

 

(信託日時の異なる受益権の内容) 

第 10 条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 

(受益証券の発行および種類) 

第 11 条  委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権を表示する無記名式の受益証券を発

行します。 

②  委託者が発行する受益証券は、1 口の整数倍の口数を表示した受益証券とします。 

③  第 1 項の規定により発行された受益証券は、委託者の指定する証券会社(証券取引法

第 2 条第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に関する法律第 2 条第 2 号に

規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。)または登録金融機関(証券取引法第 65

条の 2 第 3 項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。)と別に定めるゴールドマン・

サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル・ファンド自動けいぞく投資約款(別の名称で

同様の権利義務を規定する約款を含みます。)に従って取得申込者が結んだ契約(以下｢別

に定める契約｣といいます。)に基づいて大券をもって混蔵保管されるため、委託者は受益者の

請求に基づく記名式の受益証券への変更を行いません。 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第 12 条  委託者は、前条の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信

託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 
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②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することに

よって行います。 

 

(受益証券の申込単位および価額等) 

第 13 条  委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、第 11 条の規定により発行される受

益証券を、委託者の指定する証券会社または登録金融機関と別に定める契約を結んだ取

得申込者に限り、1 円以上 1 円単位(またはこれを超えて当該証券会社もしくは登録金融

機関が別途定める単位)をもって取得の申込みに応じることができるものとします。なお、取得

申込みの受付けは、特定日の 2 営業日前までとします。ただし、第 48 条第 1 項に規定する

収益分配金の再投資にかかる追加信託金の申込みに限ってはこれを受付けるものとします。 

②  前項の受益証券の価額は、特定日の基準価額に、当該基準価額に 2.00％を上限として

委託者の指定する証券会社および登録金融機関が定める率を乗じて得た手数料ならびに

当該手数料に対する消費税および地方消費税(以下｢消費税等｣といいます。)に相当する

金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の取得申込みにかかる受益

証券の価額は、1 口につき 1 円に、1 円に 2.00％を上限として委託者の指定する証券会社

および登録金融機関が定める率を乗じて得た手数料ならびに当該手数料に対する消費税

等に相当する金額を加算した価額とします。 

③  [削除] 

④  前各項の規定にかかわらず、受益者が別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資す

る場合は、1 口の整数倍をもって取得の申込みに応じることができるものとします。その場合の

受益証券の売却価額は、原則として第 42 条に規定する各計算期間終了日の基準価額と

します。 

⑤  前各項の規定にかかわらず、委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、毎月

20 日（休業日の場合は、翌営業日。本項において「当該日」といいます。）において証券取

引所における取引の停止その他合理的な事情(コンピューターの誤作動等により決済が不能

となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準価額の正確性に合理

的な疑いが生じた場合等を含みます。)があると委託者が判断したときは、当該日の 2 営業

日前までにすでに受付けた取得申込みを取消すことができます。この場合、委託者がかかる

合理的な事情がなくなったと判断した後の最初の基準価額の計算日から起算して３営業日

目を特定日とします。さらに、当該日の前営業日または 2 営業日前において、かかる合理的

な事情があると委託者が判断したときにも、取得申込みの取消しおよび特定日の変更につ

き、上記の取扱いが準用されるものとします。 

⑥  [削除] 

 

(受益証券の再交付) 

第 14 条  委託者は、受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって、当該受益証券

の公示催告による除権判決の謄本を添え再交付を請求したときは、受益証券を再交付しま

す。 
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 (受益証券を毀損した場合等の再交付) 

第 15 条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え再交付を請求した

ときは、委託者の定める手続により受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいと

きは、前条の規定を準用します。 

 

(受益証券の再交付の費用) 

第 16 条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

 

(投資の対象とする資産の種類) 

第 17 条  この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産(｢特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条

第 1項で定めるものをいいます。以下同じ。) 

ｲ. 有価証券 

ﾛ. 有価証券指数等先物取引に係る権利 

ﾊ. 有価証券オプション取引に係る権利 

ﾆ. 外国市場証券先物取引に係る権利 

ﾎ. 有価証券店頭オプション取引に係る権利 

ﾍ.  金銭債権 

ﾄ． 約束手形(証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除きます。) 

ﾁ. 金利、通貨の価格その他の指標の数値としてあらかじめ当事者間で約定された数

値と将来の一定の時期における現実の当該指標の数値の差に基づいて算出され

る金銭の授受を約する取引またはこれに類似する取引として、投資信託及び投資

法人に関する法律施行規則第 4条各号に規定するもののうち、次に掲げるもの 

   a.  金利先渡取引に係る権利 

      b. 為替先渡取引に係る権利 

      c. 為替および金利に係るスワップ取引に係る権利 

ﾘ. 金銭を信託する信託の受益権のうち、有価証券の性質を有しないもの 

2. 次に掲げる特定資産以外の資産 

ｲ. 外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引に係る権

利 

ﾛ. 為替手形 

ﾊ. 抵当証券 

 

(運用の指図範囲等) 

第 18 条  委託者は、信託金を、主としてゴールドマン・サックス 日本株式計量マーケット・ニュートラル

戦略マザーファンド(以下｢マザーファンド｣といいます。)の受益証券および次の有価証券に投資

することを指図します。 

1. 株券または新株引受権証書 

2. 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の法律により法人の発行する債券 
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5. 社債券(新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券(以下｢分

離型新株引受権付社債券｣といいます。)の新株引受権証券を除きます。) 

6. 特定目的会社に係る特定社債券(証券取引法第 2 条第 1 項第 3 号の 2 で定めるも

のをいいます。) 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券(証券取引法第 2 条第 1 項

第 5号で定めるものをいいます。) 

8. 協同組織金融機関に係る優先出資証券または優先出資引受権を表示する証書(証

券取引法第 2条第 1項第 5号の 2 で定めるものをいいます。) 

9. 特定目的会社に係る優先出資証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 5 号の 3 で定め

るものをいいます。) 

10. コマーシャル・ペーパー 

11. 新株引受権証券(分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以

下同じ。)および新株予約権証券 

12. 外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質

を有するもの 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 7 号で定

めるものをいいます。) 

14. 投資証券または外国投資証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 7 号の 2 で定めるもの

をいいます。) 

15. 外国貸付債権信託受益証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 10 号で定めるものをい

います。) 

16. オプションを表示する証券または証書(証券取引法第 2 条第 1 項第 10 号の 2 で定め

るものをいいます。) 

17. 預託証書(証券取引法第 2条第 1項第 10 号の 3 で定めるものをいいます。) 

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 貸付債権信託受益権(証券取引法第 2条第 2項第 1号で定めるものをいいます。) 

20. 外国法人に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

 なお、第 1 号の証券または証書、第 12 号ならびに第 17 号の証券または証書のうち第 1

号の証券または証書の性質を有するものを以下｢株式｣といい、第 2 号から第 6 号までの証

券および第 12 号ならびに第 17 号の証券または証書のうち第 2 号から第 6 号までの証券の

性質を有するものを以下｢公社債｣といい、第 13 号の証券および第 14 号の証券を以下｢投

資信託証券｣といいます。 

②  委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用す

ることを指図することができます。 

1. 預  金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 

5. 抵当証券 



 

 〈信託約款〉

③  第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応

等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項に掲げる金融商品

により運用することの指図ができます。 

④  委託者は、信託財産に属する投資信託証券(マザーファンドの受益証券を除きます。)の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 5 を超えることとなる投

資の指図をしません。 

⑤  委託者は、取得時において信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額とマザーファンドの信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の

100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑥  委託者は、信託財産に属する同一の企業が発行する有価証券の時価総額とマザーファン

ドの信託財産に属する当該有価証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との

合計額が、当該有価証券の発行済総数の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をし

ません。 

⑦  前 3 項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受

益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券、新

株引受権証券および新株予約権証券または有価証券の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。 

 

(信託財産相互間取引等) 

第 19 条  委託者は、法令上認められる場合に限り、次に掲げる取引を行うことを受託者に指図する

ことができます。 

1. 信託財産と自ら運用を行う他の信託財産との間の取引 

2. 信託財産と(i)委託者の利害関係人等である投資顧問業者の営む投資顧問業に係る

顧客または(ii)かかる投資顧問業者が締結した投資一任契約に係る顧客との間の取引 

 

(運用の基本方針) 

第 20 条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針に従って、その指図

を行います。 

 

(投資する株式等の範囲) 

第 21 条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証

券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、証券取引所に準ずる市場に

おいて取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債

権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限

りではありません。 

②  前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新

株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては

委託者が投資することを指図することができるものとします。 
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(同一銘柄の株式等への投資制限) 

第 22 条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファン

ドの信託財産に属する当該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計

額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

②  委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予

約権証券の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新

株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の

純資産総額の 100 分の 5 を超えることとなる投資の指図をしません。 

③  委託者は、信託財産に属する同一企業または団体が発行する有価証券の時価総額とマ

ザーファンドの信託財産に属する当該有価証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし

た額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図を

しません。 

④  前 3 項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受

益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式、当該新

株引受権証券および新株予約権証券または当該有価証券の時価総額の割合を乗じて得

た額をいいます。 

 

(信用取引の指図および範囲) 

第 23 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けること

の指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引渡しまたは買

戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

②  前項の信用取引の指図は、当該売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産

総額の範囲内である場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により前項の売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財

産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する

売り付けの一部を決済するための指図をするものとします。 

④  委託者は、信託財産で保有する有価証券を信用取引の委託保証金の代用として差入れ

ることの指図をすることができるものとします。 

 

(公社債の空売りの指図および範囲) 

第 24 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財

産に属さない公社債を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決

済については、公社債(信託財産により借り入れた公社債を含みます。)の引渡しまたは買戻

しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

②  前項の売り付けの指図は、当該売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資

産総額の範囲内である場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる公社債の時価の総額が信

託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相

当する売り付けの一部を決済するための指図をするものとします。 
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(公社債の借入れの指図および範囲) 

第 25 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることが

できます。 

②  前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範

囲内である場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れにかかる公社債の時価の総額が信

託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相

当する借入れた公社債の一部を決済するための指図をするものとします。 

④  第 1 項の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。 

 

(先物取引等の運用指図) 

第 26 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスク

を回避するため、わが国の証券取引所等における有価証券先物取引、有価証券指数等先

物取引および有価証券オプション取引ならびに外国の取引所等におけるこれらの取引と類似

の取引を行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて

取り扱うものとします(以下同じ。)。 

②  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスク

を回避するため、わが国の取引所等における金利にかかる先物取引およびオプション取引なら

びに外国の取引所等におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができま

す。 

 

(スワップ取引の運用指図) 

第 27 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、および価格変動リスクを

回避するため、異なった受取り金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条件のもと

に交換する取引(以下｢スワップ取引｣といいます。)を行うことの指図をすることができます。 

②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第 5 条に定める信

託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能な

ものについてはこの限りではありません。 

③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額

で評価するものとします。 

④  委託者は、スワップ取引を行うにあたり必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うもの

とします。 

 

(金利先渡取引の運用指図) 

第 28 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、および価格変動リスクを

回避するため、金利先渡取引を行うことの指図をすることができます。 

②  金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第 5 条に定める信

託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能な

ものについてはこの限りではありません。 

③  金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価

額で評価するものとします。 
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④  委託者は、金利先渡取引を行うにあたり必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行う

ものとします。 

 

(同一銘柄の転換社債等への投資制限) 

第 29 条  委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商

法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定めがあるものの時価総額とマザーファンドの

信託財産に属する当該転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ 3 第 1

項第 7 号および第 8 号の定めがあるものの時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

②  前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益

証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債ならびに

新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定めがあるもの

の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(有価証券の貸付の指図および範囲) 

第 30 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社

債につき次の各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する

株式の時価合計額を超えないものとします。 

2. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財

産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額

に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うも

のとします。 

 

(保管業務の委任等) 

第 31 条  受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、そ

の業務を行うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委

任することができます。 

②  保管費用は、受益者の負担とし、信託財産中より支弁します。 

 

(有価証券等の保管) 

第 32 条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し

保管させることができます。 

②  受託者は、信託財産に属する抵当証券を、抵当証券業の規制等に関する法律関係法

令等に基づき、財団法人抵当証券保管機構に預託し保管させることができます。 
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(混蔵寄託) 

第 33 条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決

済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペー

パーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または証券会社の名義で混蔵寄託できるものとします。 

 

第 34 条  [削除] 

 

(信託財産の表示および記載の省略) 

第 35 条  信託財産に属する有価証券については、実務上可能であり、かつ委託者または受託者が

必要と認める場合のほか、信託の表示および記載をしません。 

 

(有価証券売却等の指図) 

第 36 条  委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約の

請求および有価証券の売却等の指図ができます。 

 

(再投資の指図) 

第 37 条  委託者は、前条の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券にかかる償還金

等、株式の清算分配金、有価証券等にかかる利子等、株式の配当金およびその他の収入

金を再投資することの指図ができます。 

 

(資金の借入れ) 

第 38 条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性をはかるため、信託財産にお

いて一部解約金の支払資金の手当て(一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れ

た資金の返済を含みます。)を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の

手当てを目的として、資金借入れ(コール市場を通じる場合を含みます。)の指図をすることが

でき、また法令上可能な限度において融資枠の設定を受けることを指図することができます。

なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

②  一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始

日から信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間、受益者への解約代

金支払開始日から信託財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間または受益

者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日まで

が 5 営業日以内である場合のその期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金

融商品の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。 

③  収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日から

その翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④  借入金の利息および融資枠の設定に要する費用は信託財産中より支弁します。 

 

(担保権設定にかかる確認的規定) 

第 39 条  委託者は、信託財産の効率的な運用および運用の安定性をはかるため、信託財産におけ

る特定の資産につき、公社債の借入れ、スワップ取引、金利先渡取引、資金の借入れその
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他の取引により信託財産の負担する債務を担保するため、日本法または外国法に基づく担

保権の設定(現金を預託して相殺権を与えることを含みます。)の指図をすることができ、また、

これに伴い適用法上当該担保権の効力を発生させ、または対抗要件を具備するために必要

となる契約の締結、登記、登録、引渡しその他一切の行為を行うことの指図をすることができ

ます。 

②  担保権の設定に要する費用は、受益者の負担とし、信託財産中より支弁します。 

 

(損益の帰属) 

第 40 条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に

帰属します。 

 

(受託者等による資金の立替え) 

第 41 条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合

で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

②  信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証券等にかか

る利子等、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積り

うるものがあるときは、委託者、受託者または第三者がこれを立替えて信託財産に繰り入れる

ことができます。 

③  前 2 項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別

にこれを定めます。ただし、前 2 項の立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財産中から

支弁します。 

 

(信託の計算期間) 

第 42 条  この信託の計算期間は、毎年 2 月 21 日から 8 月 20 日までおよび 8 月 21 日から翌年 2

月 20 日までとすることを原則とします。なお、第 1 計算期間は 2002 年 11 月 29 日から

2003 年 2 月 20 日までとします。 

②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日が休業日のとき、

各計算期間終了日は該当日以降の営業日で該当日に最も近い日とし、その翌日より次の

計算期間が開始されるものとします。 

 

(信託財産に関する報告) 

第 43 条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを

委託者に提出します。 

②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、こ

れを委託者に提出します。 

 

(信託事務の諸費用) 

第 44 条  信託事務の処理等に要する諸費用(監査費用、法律顧問・税務顧問への報酬、印刷費

用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益証券の管理事務に関連する費用、受益証券

作成に関する費用等を含みます。)は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。信

託財産に関する租税についても、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。信託事
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務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税、受託者等の立替えた立替金の利息

およびその他信託財産に関する費用(信託報酬および当該信託報酬に対する消費税等に

相当する金額を除きます。)を、以下｢諸経費｣と総称します。 

②  委託者は、前項に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払を信託財産のために

行い、支払金額の支弁を信託財産から受けることができます。この場合委託者は、現に信託

財産のために支払った金額の支弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付すること

ができます。また、委託者は、実際に支払う金額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金

額をあらかじめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にかかわらず固定率または固定金額

にて信託財産からその支弁を受けることもできます。 

③  前項において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託者は、信託財

産の規模等を考慮して、信託の設定時または期中に、あらかじめ委託者が定めた範囲内で

かかる上限、固定率または固定金額を変更することができます。 

④  第 2 項において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の額は、第

42 条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に応じて計上されます。

かかる諸費用は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

⑤  第 1 項に定める信託事務の処理等に要する諸費用は、マザーファンドに関連して生じた諸

費用のうちマザーファンドにおいて負担せずかつ委託者の合理的判断によりこの信託に関連し

て生じたと認めるものを含みます。 

 

(信託報酬の額および支弁の方法) 

第 45 条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 42 条に規定する計算期間を通じて毎日、

信託財産の純資産総額に年 10,000 分の 100 の率を乗じて得た額とします。 

②  前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁するものと

し、委託者と受託者との間の配分は別に定めます。 

③  第 1 項の信託報酬に対する消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに信託財

産中から支弁します。 

 

(成功報酬の額および支弁の方法) 

第 46 条  委託者は、特定日の基準価額(本条に規定する成功報酬控除前であるものとします。な

お、本条に基づく成功報酬の計算においては、収益の分配がなされた場合にもその影響は排

除されるものとします。)が、以下に定める方法で計算される価額(以下｢ハイ・ウォーターマーク｣

といいます。)を超えた場合には、当該超過額に対して 20％の率を乗じて得た額(以下｢成功

報酬｣といいます。)を受領します。ある特定日(以下｢当該特定日｣といいます。)におけるハイ・

ウォーターマークは、直前の特定日のハイ・ウォーターマークに対し、直前の特定日(ただし、ロン

ドンにおける休業日の場合は翌営業日)の 1 ヵ月円 LIBOR(1 年を 360 日として計算)により、

直前の特定日の翌営業日から当該特定日までの期間計算される額を加算して得られる価

額とします。上記にかかわらず、ある特定日において成功報酬が受領された場合においては、

爾後のハイ・ウォーターマークの計算においては、かかる特定日のハイ・ウォーターマークは、当

該成功報酬控除後でありかつ収益の分配が行われた場合の収益分配後の基準価額としま

す。ただし、信託契約締結日以後最初の特定日におけるハイ・ウォーターマークの計算におい
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ては、直前の特定日のハイ・ウォーターマークとは 1 口につき 1 円を、直前の特定日とは信託

契約締結日を意味するものとします。 

②  前項の成功報酬は毎計算期末または信託終了の時信託財産中から支弁するものとしま

す。 

③  第 1 項の成功報酬は、前条に定める信託報酬の一部として計上します。前条を除き、この

約款において｢信託報酬｣という場合には、第 1 項の成功報酬を含むものとします。 

④  第 1 項の成功報酬に対する消費税等に相当する金額を成功報酬支弁の時に信託財産

中から支弁します。 

⑤  第 1 項の特定日は、第 13 条第 5項の規定に従うものとします。 

 

(収益の分配) 

第 47 条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1. 配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸料およびこれらに類する収益から支払利

息を控除した額(以下｢配当等収益｣といいます。)は、諸経費、信託報酬および当該信

託報酬に対する消費税等に相当する金額を控除した後その残金を受益者に分配する

ことができます。なお、次期以降の分配にあてるため、その一部を分配準備積立金として

積み立てることができます。 

2. 売買損益に評価損益を加減した利益金額(以下｢売買益｣といいます。)は、諸経費、

信託報酬および当該信託報酬に対する消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠

損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することがで

きます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金として積み立てることが

できます。 

②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越します。 

 

(収益分配金の再投資ならびに償還金および一部解約金の支払い) 

第 48 条  委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金を委託者の指定

する証券会社および登録金融機関に交付します。この場合、委託者の指定する証券会社

および登録金融機関は、別に定める契約に基づき、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再

投資にかかる受益証券の売り付けを行います。 

②  委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、受益者がその有する受益証券の全

部もしくは一部の口数について、あらかじめ計算期間を指定し、前項の収益分配金の再投資

にかかる受益証券の取得申込を中止することを申出た場合においては、前項の規定にかかわ

らず、当該受益証券に帰属する収益分配金を当該計算期間終了のつど受益者に支払いま

す。 

③  前項の場合、収益分配金は、当該計算期間の終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定す

る日から委託者の指定する証券会社および登録金融機関を通じて受益者に支払います。 

④  償還金(信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいま

す。以下同じ。)は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換

えに委託者の指定する証券会社および登録金融機関を通じて受益者に支払います。 

⑤  一部解約金は、特定日から起算して、原則として 4 営業日目から委託者の指定する証券

会社および登録金融機関を通じて受益者に支払います。 
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⑥  前 4 項に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定す

る証券会社および登録金融機関の営業所等において行うものとします。本条に定める受益

者への支払いについては、委託者は当該証券会社または登録金融機関に対する支払いを

もって免責されるものとします。かかる支払いがなされた後は、当該収益分配金、償還金およ

び一部解約金は、源泉徴収されるべき税額(および委託者が一定期間経過後当該証券会

社または登録金融機関より回収した金額があればその金額)を除き、受益者の計算に属する

金銭となるものとします。 

⑦  収益分配金、償還金および一部解約金に係る収益調整金(所得税法施行令第 27 条の

規定によるものとし、各受益者毎の信託時の受益証券の価額と元本との差額をいいます。)

は、原則として、各受益者毎の信託時の受益証券の価額等に応じて計算され、追加信託の

つど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

⑧  本信託約款の如何なる規定も、民法第 650 条の委託者に対する適用または類推適用を

妨げるものと解釈されてはなりません。但し、民法第 650 条の適用または類推適用を妨げる

強行法規が存在する場合は、この限りではありません。 

 

(収益分配金および償還金の時効) 

第 49 条  受益者が、収益分配金については毎計算期間の終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定す

る日から 5 年間その支払いを請求しないとき、および信託終了による償還金について前条第

4 項に規定する支払開始日から 10 年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、

委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責) 

第 50 条  受託者は、収益分配金については第 48 条第 1 項または第 3 項に規定する支払開始日

までに、償還金については第 48 条第 4 項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約

金については第 48 条第 5項に規定する支払日までに、その全額を委託者に交付します。 

②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付し

た後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

(信託の一部解約) 

第 51 条  受益者は、特定日において、自己の有する受益証券につき、委託者に当該特定日を一部

解約実行の請求日として、1 口単位をもって一部解約の実行を請求することができます。な

お、一部解約実行の請求の受付けは、特定日の 2営業日前までとします。 

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部

を解約します。 

③  第 1 項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日の基準価額から当該基準価額

に 0.20％の率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除した価額とします。 

④  受益者が、第 1 項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者の指定する証券会社ま

たは登録金融機関に対し、受益証券をもって行うものとします。 

⑤  委託者は、毎月 20 日（休業日の場合は、翌営業日。本項において「当該日」といいま

す。）において、証券取引所における取引の停止その他合理的な事情(コンピューターの誤作

動等により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準



 

 〈信託約款〉

価額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)があるときは、当該日の 2 営業

日前までにすでに受け付けた一部解約の実行の請求を保留または取消すことができます。な

お、この場合、第 13 条第 5 項の通り、委託者がかかる事情がなくなったと判断した後の最初

の基準価額の計算日から起算して３営業日目を特定日とします。さらに、当該日の前営業

日または 2 営業日前において、かかる合理的な事情があると委託者が判断したときにも、一

部解約の実行の請求の保留または取消しおよび特定日の変更につき、上記の取扱いが準

用されるものとします。 

⑥  前項により一部解約の実行の請求が保留された場合には、受益者は保留された一部解

約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、前項により定められる日を特定日として

第 3 項の規定に準じて計算された価額とします。 

⑦  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、この信託にかかる受益権の総口数が 50

億口を下回ることとなった場合には、受託者と協議のうえ、あらかじめ監督官庁に届け出ること

により、この信託契約を解約し、この信託を終了させることができます。 

⑧  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、これを公告し、かつ、知られたる受益者に対し

て書面を交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公

告を行いません。 

⑨  次条第 3 項から第 6 項までの規定は、前項の場合にこれを準用します。この場合におい

て、次条第 4項中｢第 1 項｣とあるのは｢第 51 条第 7項｣と読み替えます。 

 

(信託契約の解約) 

第 52 条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利である

と認めるとき、または正当な理由があるときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする

旨を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を

記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信

託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いませ

ん。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分

の一を超えるときは、第 1 項の信託契約の解約をしません。 

⑤  委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公

告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、す

べての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

⑥  第 3 項から前項までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じて

いる場合であって、第 3 項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行う

ことが困難な場合には適用しません。 
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(信託契約に関する監督官庁の命令) 

第 53 条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令に従い、信

託契約を解約し信託を終了させます。 

②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第 57 条の

規定に従います。 

 

(委託者の認可取消等に伴う取扱い) 

第 54 条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

は、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信

託委託業者に引継ぐことを命じたときは、この信託は第 57 条第 4 項に該当する場合を除

き、当該投資信託委託業者と受託者との間において存続します。 

 

(委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い) 

第 55 条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る営業を譲渡することがあります。 

②  委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信

託契約に関する営業を承継させることがあります。 

 

(受託者の辞任および解任に伴う取扱い) 

第 56 条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者

は、第 57 条の規定に従い、新受託者を選任します。 

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了

させます。 

③  委託者は、受託者につき以下の事由が生じた場合、受益者の利益のため必要と認めるとき

は、法令に従い受託者を解任することができます。受託者の解任に伴う取扱いについては、

前 2 項に定める受託者の辞任に伴う取扱いに準じます。 

1. 支払いの停止または破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開

始もしくは特別清算開始の申立があったとき。 

2. 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

3. 信託財産について仮差押、保全差押または差押の命令、通知が発送されたとき。 

4. 受託者が本信託約款上の重大な義務の履行を怠ったとき。 

5. その他受託者との協議に基づき委託者が合理的に判断したときで、受託者の信用力が

著しく低下し、委託者による信託財産の運用または受託者による信託財産の保管に

支障をきたすと認められるとき。 

④  本条に基づき受託者が辞任しまたは解任されたまたは解任されうる場合において、委託者

が本信託約款に定める受託者の義務を適切に履行する能力ある新受託者を選任すること

が不可能または困難であるときは、委託者は解任権を行使する義務も新受託者を選任する

義務も負いません。委託者は、本条に基づく受託者の解任または新受託者の選任について

の判断を誠実に行うよう努めるものとしますが、かかる判断の結果解任されなかった受託者ま

たは選任された新受託者が倒産等により本信託約款に定める受託者の義務を履行できなく
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なった場合には、委託者は、当該判断時において悪意であった場合を除き、これによって生じ

た損害について受益者に対し責任を負いません。 

 

(信託約款の変更) 

第 57 条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたは正当な理由があるときは、受託者

と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、変更しようとする旨お

よびその内容を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しよう

とする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る

知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託約款に係るすべての受益者に対して

書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分

の一を超えるときは、第 1 項の信託約款の変更をしません。 

⑤  委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を

公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、

すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

 

(反対者の買取請求権) 

第 58 条  第 52 条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行う場合に

おいて、第 52 条第 3 項または前条第 3 項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた

受益者は、委託者の指定する証券会社または登録金融機関を通じ、受託者に対し、自己

の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

 

(公  告) 

第 59 条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

 

(信託約款に関する疑義の取扱い) 

第 60 条  この信託約款の解釈について疑義が生じたときは、委託者と受託者との協議により定めま

す。 

 

 上記条項により信託契約を締結します。 

 

  信託契約締結日  2002 年 11 月 29 日 

 

 

委託者 ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

 

受託者 住友信託銀行株式会社 
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